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�　　　議事係長　　　　　石　　川　　早　　苗
開議　午前１０時００分
　　　　◎開議宣告
〇議長　北谷文夫君　おはようございます。休会中の本会議を再開します。
　本日の会議を開きます。
　議事日程は、お手元に配付のとおりであります。
　直ちに議事に入ります。

　　　　◎日程第１　議案第　７号　砂川市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例
　　　　　　　　　　　　　　　　　の制定について　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第　８号　公益法人等への砂川市職員の派遣等に関する条例の
　　　　　　　　　　　　　　　　　一部を改正する条例の制定について　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第　９号　砂川市手数料条例の一部を改正する条例の制定につ
　　　　　　　　　　　　　　　　　いて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第１０号　砂川市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例の
　　　　　　　　　　　　　　　　　制定について　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第１２号　北海道市町村備荒資金組合規約の変更について　　
　　　　　　　　　　議案第　１号　平成２０年度砂川市一般会計補正予算　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第　２号　平成２０年度砂川市介護保険特別会計補正予算　　
　　　　　　　　　　議案第　３号　平成２０年度砂川市後期高齢者医療特別会計補正予
　　　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第１、議案第７号　砂川市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例の制定について、
議案第８号　公益法人等への砂川市職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例の制定について、議案第９号　
砂川市手数料条例の一部を改正する条例の制定について、議案第１０号　砂川市福祉医療費助成条例の一部を改正す
る条例の制定について、議案第１２号　北海道市町村備荒資金組合規約の変更について、議案第１号　平成２０年度
砂川市一般会計補正予算、議案第２号　平成２０年度砂川市介護保険特別会計補正予算、議案第３号　平成２０年度
砂川市後期高齢者医療特別会計補正予算の８件を一括議題とします。
　予算審査特別委員長の報告を求めます。
　予算審査特別委員長。
〇予算審査特別委員長　尾崎静夫君　（登壇）　予算審査特別委員会に付託されました各議案に対する審査の結果に
ついてご報告申し上げます。
　９月８日に委員会を開催し、委員長に私尾崎、副委員長に武田圭介委員が選出され、各議案について慎重に審査し
た結果、議案第７号から議案第１０号まで及び第１２号、議案第１号から第３号までの平成２０年度一般会計、特別
会計の３会計補正予算は、簡易による採決の結果、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。
　以上で報告を終わります。
〇議長　北谷文夫君　これより予算審査特別委員長の報告に対する一括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで予算審査特別委員長の報告に対する質疑を終わります。
　続いて、議案第７号から第１０号まで、第１２号及び第１号から第３号までの討論に入ります。
　討論ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。
　これより、議案第７号から第１０号まで、第１２号及び第１号から第３号までを一括採決します。
　本案を、予算審査特別委員長の報告のとおり決定することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、予算審査特別委員長の報告のとおり可決されました。

　　　　◎日程第２　一般質問
〇議長　北谷文夫君　日程第２、一般質問に入ります。
　質問通告者は７名であります。
　順次発言を許します。
　武田圭介議員。
〇武田圭介議員　（登壇）　おはようございます。それでは、既に通告してありますように、大きく４つの点につい
て市の見解を伺います。
　まず、最初は国民健康保険の医療費削減に向けての取り組みについてであります。国民健康保険は、市民の生活を
支える大切な制度です。そのため、国民健康保険の運営は安定しているものでなければなりません。しかしながら、
急速な高齢化の進展による医療費の増加などの事情により、その運営は厳しい状況が続き、将来の見通しとしても厳
しい状況には変わりがありません。そこで、砂川市民と砂川市双方が協力することによって医療費の増加を抑制し、
なおかつ市民の健康と医療費負担を抑えるための取り組みについて、以下２点伺います。
　（１）として、国民健康保険において特定健診の義務づけがされていない４０歳未満の者に対する自主的な健診の
奨励策などについてどのように考えているか。
　（２）として、保険者である砂川市、国民健康保険加入者である砂川市民、そのどちらにとっても負担軽減につな
がる取り組みについてでありますが、国民健康保険加入者である市民に対してジェネリック医薬品と呼ばれる後発医
薬品を使った場合に医療費が幾ら削減できるのか、その削減額を通知する取り組みを砂川市が導入することにより、
双方にメリットが生じ、医療費の削減効果が出ると考えますが、どのように考えるか。
　次に、大きな２点目として、公共施設等を利用した子育て支援について、（仮称）赤ちゃんの駅の創設についてで
あります。その趣旨は、子育てをしている方が外出時の子育てを気にせず気軽にまちに出てこられるように、公共施
設等を使い、授乳場所の提供、おむつ交換、ミルクのお湯の手配、要望に応じてそういったことに利用できる部屋の
提供を行うなどの子育て支援体制を充実させることにあります。このことについてどのように考えるか伺います。
　次に、大きな３点目として、ポイントカードを利用した商業振興支援についてであります。地元商業の振興を図る



上で行政の支援は欠かせません。砂川市は、数多くのイベント、各種事業、中心市街地活性化基本計画の取りまとめ
など、さまざまな面で数多くの実績を残されてきました。その一方、砂川市の財政を取り巻く状況もまた厳しく、昨
年の行財政改革においては商工業関連の利子補給の削減も行われました。市内の商業振興に関して行政がほかにどの
ような支援をできるのか、考える時期にあります。そこで、市内の事業協同組合が発行しているポイントカードを利
用して公共料金等への支払いができるようにすることが市内の商業振興にもつながると考えますが、どのように考え
るか伺います。
　最後に、大きな４点目は、雨水管についてであります。最近は、各地で局地的な集中豪雨の発生も見られるよう
に、短期集中型の降雨により雨水管から水があふれ出し、甚大な被害を及ぼすことも少なくありません。また、あふ
れ出した水により道路が冠水することも他市などではあると聞きます。そこで、砂川市内における雨水管の現況と整
備状況等について伺います。
　以上のことをお聞きして、１回目の質問とします。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　私から大きな１と２についてご答弁申し上げます。
　初めに、大きな１の（１）、特定健診の義務づけされていない４０歳未満の者に対する自主的な健診の奨励策など
についてどのように考えているかについてでありますが、本年４月から高齢者の医療の確保に関する法律の施行に伴
い、４０歳以上の被保険者の特定健診及び特定保健指導が保険者に義務づけられたことにより、砂川市国民健康保険
におきましても４０歳以上の被保険者に対し特定健診及び特定保健指導を実施しており、あわせて砂川市国保の独自
事業として３５歳から３９歳までの被保険者についても特定健診受診対象者に加え、生活習慣病の中長期的な予防及
び若年世代からの健診受診意識の高揚を図っているところであります。
　次に、（２）の国民健康保険加入者に対して後発医薬品を使った場合に医療費が幾ら削減できるのか、その削減額
を通知する取り組みを導入することにより、医療費の削減効果が出ると考えるが、どのように考えているかについて
ご答弁申し上げます。後発医薬品につきましては、新薬の特許期間終了後に同じ有効成分及び効果で製造され、価格
につきましては新薬の７割から２割とされておりますが、薬を選択する医師においては後発医薬品は品質、効果及び
安定供給において市販後のデータなど、まだ検討課題があるとの指摘もあり、砂川市立病院では後発医薬品推進委員
会を設置し、品質について十分に検討し、導入を図っているところであります。砂川市国保におきましても薬代の削
減は本人の一部負担の軽減が図られるとともに、適正な財政運営には重要な対策の一つと考えております。しかしな
がら、レセプトでの後発医薬品の確認は、人的労力では無理があり、後発医薬品による削減額を正確に把握するため
には、多額の経費をかけてシステムを導入しなければならないところでありますが、導入するにいたしましても医療
機関のほか医師会や薬剤師会など関係機関と十分な協議を要することとなり、医療費の削減に関係する、関する通知
につきましては今後において慎重な検討が必要であると考えております。
　次に、大きな２の公共施設等を利用した子育て支援についてご答弁を申し上げます。（仮称）赤ちゃんの駅の創設
として、公共施設等を使い、授乳場所の提供、おむつがえなど要望に応じて部屋の提供を行うなどの子育て支援体制
の充実に向けてのご質問でありますが、初めにこの件に関する先進事例についてご紹介させていただきます。東京都
板橋区では、乳幼児を抱える保護者の子育てを支援する取り組みの一環として、外出中に授乳やおむつがえなどで立
ち寄ることができるように、区立保育園、児童館などを赤ちゃんの駅として指定し、実施施設には縦約６０センチメ
ートル、横約４０センチメートルの赤ちゃんの駅であることを知らせるフラッグを掲示して、ゼロ歳児からおおむね
３歳児までの乳幼児連れの保護者を対象に実施しております。本市のゼロ歳児から３歳児までの乳幼児世帯は、９月
現在で約４３０世帯であり、乳幼児を連れての外出は通院、健診、保育所の送迎のほか、買い物、旅行、散歩などさ
まざまな目的が考えられますが、いずれの場合も外出中における授乳やおむつがえを必要とする場面が想定されま
す。このことから、市内公共施設では砂川市立病院においては授乳室及びおむつ交換台を設置し、また公民館、地域
交流センターゆう、ふれあいセンター、ひまわり保育園、さくら保育園、子育て支援センター、子ども通園センタ
ー、南地区コミュニティセンター、北地区コミュニティセンター、以上９カ所の施設においてはおむつ交換台を設置
し、それぞれ希望者にご利用をいただいているところであります。また、市立病院以外は授乳のための特別なスペー
スは設置しておりませんが、授乳を希望する方々には施設の職員などが休憩室や控室等を提供して対応を図っている
状況にあります。このような状況から、先進事例としてご紹介いたしました赤ちゃんの駅の指定やフラッグ等による
施設の表示は実施しておりませんが、子育て支援と公共施設の有効活用の観点から対応を図っているところであり、
今後におきましても施設の指定や表示は実施いたしませんが、利用の促進に向けて乳幼児健診等、ふれあいセンター
における各種事業にあわせてＰＲに努めてまいりたいと考えております。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　（登壇）　大きな３についてご答弁申し上げます。
　初めに、砂川ポイントカード事業協同組合についてご説明申し上げます。砂川ポイントカード事業協同組合は、中
小企業等協同組合法に基づき、砂川市内の小売業、飲食業、サービス業または印刷業を行う事業者、市内に事業所を
有する小規模の事業者等が北海道知事より認可を受けて平成８年１２月に設立されております。設立された協同組合
員の取り扱い商品等の販売促進を図るため、ポイントカードの発行や共同イベント事業、宣伝事業などの各種事業を
行い、近隣市での大規模店舗の出店による既存のお客様を他都市への流出を少しでも食いとめるため、イベント等を
数多く開催し、商店街共通の固定客をふやして他の商業地区や大型店に対抗する目的で個々の商店が集まって協同組
合として発足し、設立されたところでございます。設立当初は、７２人の組合員数を有し、事業予算も２，６７０万
円の事業規模でございましたが、現在組合員数５９人、事業予算１，４７０万円となっております。
　ご質問いただきましたポイントカードを利用した公共料金等への支払いについてでございますが、実は砂川ポイン
トカード事業協同組合より同じ内容の要望書が昨年３月１４日に市に提出されております。昨年担当課において先進
地の事例調査なども行いながら、満点カードによる市税、使用料及び手数料支払いについて庁内協議を行ったところ
でございます。庁内協議の結果、要望された砂川ポイントカード事業協同組合に昨年５月に回答書を提出しておりま
す。回答した内容について申し上げますと、最初に満点カードになりますと加盟店において５００円相当と同じ金券
の取り扱いになるわけでございますが、公共料金等の支払いをする際、現金及び有価証券には領収書を発行します
が、満点カードは有価証券でないため、預かり書の発行となります。満点カードを職員がポイントカード事業協同組
合の事務所に行って小切手などの有価証券と交換していただき、次に金融機関に行って有価証券の小切手を現金に換
金してから公共料金等の領収書の発行となります。また、預かり書の発行時に満点カードとなる印字後の確認が不鮮
明で確認しづらい場合等もあり、そのために満点確認のためにカード専用の機械をそれぞれの使用料、手数料の受付
窓口に設置しなければならないことなど課題が挙げられ、これらの課題解決がなされなければ現段階では困難である
と判断しまして、砂川ポイントカード事業協同組合に回答申し上げたところでございます。現在お客様の満点カード
は、事業協同組合の指定金融機関において５００円の預金ができますが、お客様における満点カードの利用方法は公
共料金に振りかえることではなく、お客様が加盟店で再度のお買い物をされるように誘導する手法として、ためられ
たポイントを利用する際に他の商品をお買い上げいただき、加盟店の売り上げ増加につながることが経営上必要なこ
とと思われます。先進的に取り組んでいる他の自治体の状況は、市税の徴収率の増加や使用料、手数料の滞納解消に
はなるものの、当市としては商業振興策としてはできる限り加盟店における買い物連鎖につながるポイントカードの
趣旨、手法を大切にした商業振興施策にいたしたいと考えておりますので、ご理解願いたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　建設部長。
〇建設部長　西野孝行君　（登壇）　ご質問の大きな４の砂川市内における雨水管の現況と整備状況等についてご答



弁を申し上げます。
　砂川市の公共下水道事業は、昭和５４年度より着手をしており、現在は都市計画用途地域１，１５９ヘクタールと
将来市街化が予想される１０２ヘクタールの区域を合わせた１，２６１ヘクタールを雨水の全体計画区域として定
め、整備を進めてきております。この全体計画区域は、さらに地形や河川の状況から７０の排水区に分けており、排
水区ごとに１時間当たり３４ミリメートルの降雨に対応することができる口径の雨水管を布設し、はけ口より河川に
排水する計画となっております。雨水管整備については、雨水管の口径が汚水管に比べ大きく、莫大な費用を要する
ことなどから、計画区域全域を短期間で整備していくことが難しいため、道路排水管や側溝など整備がされていない
地域、あるいは既存道路排水施設が不十分で過去において浸水被害や道路冠水が発生している地域を優先的に実施し
ております。また、河川改修、道路改良舗装等他事業や汚水管工事にあわせて行うことなどで経済的、効率的に整備
を図ってきております。平成１９年度末現在での雨水管の整備状況は、空知太、三砂、市街地、日の出、豊栄町等各
地区の一部において約２５億円の事業費をかけ実施してきており、口径４００ミリメートルから２，１００ミリメー
トルの管渠１万８６９メートルの布設を完了し、１３６．４ヘクタールの区域が整備済みとなっております。また、
雨水管が整備されていない地域においても道路整備により排水管や側溝の排水施設が充実され、排除機能が向上され
たこと及び河川改修が進んで治水対策が図られたことにより、浸水被害等が減少してきている現状にあります。今年
度につきましても空知太地区において北海道が実施する石山川河川改修工事にあわせて、事業費１，４００万円で口
径１，５００ミリメートルの雨水管とはけ口の整備を行う計画となっております。砂川市においては、今まで集中豪
雨等により公共下水道の雨水管から水があふれ出すようなことはありませんでしたが、想定以上の降雨があった場合
においても被害を少しでも減らしていくためには、可能な限り円滑な流下機能の確保が必要であると考えておりま
す。このことから、下水道の維持管理について、汚水管については小口径管でもあり、管渠内に汚物などの阻害物が
付着、堆積しやすいため、５年で一巡するサイクルで高圧洗浄により管渠清掃を実施しておりますが、雨水管につい
ては必要に応じて管渠内及びマンホール内の堆積土砂の撤去のほか、テレビカメラや目視により管渠内等の状況を点
検し、異常があれば補修を実施しております。雨水管は、浸水防除に果たす役割が大きく、今後とも市民生活を守る
ため、下水道施設の機能が十分発揮できるよう維持管理に努めてまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただ
きたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　武田圭介議員。
〇武田圭介議員　それでは、今答弁をいただきましたので、再質問に入りますが、まず最初の国民健康保険のほうで
ありますけれども、４０歳未満の者に対する自主的な健診の奨励策ということは、先ほどの答弁にもありましたよう
に、砂川市においては独自の事業として３５歳から３９歳までを対象に特定健診の受診対象者に加えているというこ
とは、それはまことに結構なことなのですけれども、やはりどうしても若いうちの生活習慣というものが後々自分の
体等にも影響が出てくるわけですから、今３５歳からということで非常に砂川市も前向きに取り組んでいるなと思い
ましたけれども、例えばこれを２５歳ぐらいから３５歳ぐらいまで、対象には砂川市の公費的な負担というのは難し
いのでしょうけれども、もっと自分の体をしっかりと知るようにとか、自主的な健診を促すようなＰＲというか、周
知、それぐらいしかできないのですけれども、もっと言えば、保健とか健康教育、こういった若年者に対する、若年
者、成年者に対する教育の奨励策というものは、この３５歳以下の者に対してどのように考えているかということを
再質問としてお伺いいたします。
　それから、（２）のほうでありますけれども、今も答弁ありました。それで、なかなか難しいというお話だったの
ですけれども、これ国民健康保険のシステムが平成２３年度ですか、電子化に向けて何か変わるような環境が整いつ
つあるということで、それができれば人的な問題ですとか、あと例えば削減の効果がどれぐらい出てくるのかといっ
たものが手作業等によらずに電子化で一目瞭然になるのかなというふうに思うのです。ただ、いきなりこのようなこ
とをするとしても、それは当然利害のある、砂川の場合であれば市立病院でしょうし、そうでなくても国民健康保険
に加入している方の受診機関というのは必ずしも砂川の市立病院に限られていないわけでありますから、医師会や薬
剤師会を含め、そういった方々との連携というものも必要になってくると思うわけなのです。ですので、この辺につ
いて何らかの今これからのシステム更新に向けて、こういった準備というものは１年や２年でできるものではありま
せんから、そういった取り組みというのが何か図ることができないのかなと。やはり国民健康保険の医療費というも
のは、高齢化の進展によって伸びていることには間違いがないわけですし、これがひいては市の財政を圧迫するよう
になっては元も子もないということなのです。そういった取り組みというか、先進、先ほど先進地の話はなかったの
ですけれども、これは全国で、ことしの７月に広島県の呉市が全国に先駆けて実施し、まだ実施してから３カ月足ら
ずしかたっていないものですから、その効果がどれほど出ているのかというのはわからないのですけれども、現実に
国民健康保険に加入している方も一部負担金という形で、３割負担であればその分のお金は支払うわけですし、これ
はジェネリックを使って、医薬品がもし安い医薬品であればその分だけ一部負担金をする額も減るわけです。これ
は、税金等と違いまして、自分の薬剤費が幾ら使われているかというのはなかなか一般の市民というのはわからない
のです。総額の領収書というものはいただくのですけれども、レセプトといった形でどんな検査がされて、どんな薬
剤が使われたというようなことはなかなか請求する市民の方というのは少ないのかなと、現状では。ですので、こう
いったお知らせができれば、市にとっても、または加入している市民にとっても双方にメリットが出てくるのではな
いのかなと思いまして、何か事前の取り組みというようなことができないのかというようなことを再質問としてお伺
いいたします。
　それから、２点目の赤ちゃんの駅の創設の話でありますけれども、これも特にのぼりとかステッカーとかでのＰＲ
は行っていないという話でした。ただ、そういった対外的な周知活動は行っていなくても、現実に今砂川市内で９カ
所ですか、９カ所の施設についてはおむつ交換を認めるとか、砂川市立病院では授乳するスペースもあるとか、そう
いう授乳するスペースを用意していない場所であっても申し出があれば提供しているという、現実にはそういった取
り組みをしているということなのですけれども、やはりせっかくこういったいいことをしているのであれば、それは
せっかく市民の方も外に出てきたときにもしかしたら使えないと思っている方もいらっしゃるかもしれない。もちろ
んステッカーとかつくるには費用もかかるし、管理上の問題等もあるのでしょうけれども、現実に今同じようなこと
をやっているのであれば、もうちょっと一歩踏み込んでもいいのかなと。いいことをやっているのにちょっとＰＲし
ないのは、ＰＲ不足でもったいないような気がしますので、その辺についてちょっとどう考えているのかというのを
再質問としてお伺いいたします。
　それから、ポイントカードを利用した商業振興支援のほうなのですけれども、これも先ほど答弁にもありました。
実は、私この一般質問やるときに、この協同組合と本当何も接点もなく取り上げたところ、実は去年答弁にもありま
したようにポイントのほうから市のほうに要望を出して、文書で回答が来て、できなかったという経緯があったとい
うことで、その経緯についても詳しく聞いてきました。確かに今の制度上なかなかはっきり違法とまでは言えなくて
も、なかなか難しいところもあるのかなと思うのですけれども、ここで１つ申し上げたいのは、ふだん行政の方がや
はり民間にもしっかりしてもらわないと困ると、行政が主導してやってしまえば結局は行政に依存してしまうことが
多いと。であるならば、民間がこのように一生懸命調べてきて考えたことについて、やはり何がしか、砂川市として
お金は出せないけれども、何がしかの協力はできるというような姿勢を示すことは、私は必要なことだと思うので
す。もちろん砂川市内の商店街の努力というのも必要ですけれども、そこにはやはり人口も減少している中である程
度の限界もありますし、先ほどの一般質問の１回目で私が言いましたけれども、砂川市の商工の皆さん非常に頑張っ
ていらっしゃって、数多くのイベントとか事業とか、中心市街地の活性化基本計画の取りまとめとかですごく尽力さ
れて成果を上げているわけです。こういったポイントカードを利用した公共料金等の支払いというのも、実は全国で



調べてみたら、毎年のように伸びているのです。その名目は、単に税金の収納とかではなくて、やはり市内の産業振
興ということを考えた上で、先ほどの答弁の中ではやはり商店街の中で回してほしいというようなことをおっしゃっ
ていましたけれども、そうではなくて、町として、市として、行政としてどういった支援ができるのだろう、お金は
出せないけれども、せめてそういったことぐらいできるのではないだろうかというようなことでいろいろとほかの自
治体では考えているようなのです。ですから、もちろん先ほど回答書出された内容、私も回答書をコピーして見まし
たけれども、難しいのはわかります。難しいのはわかりますが、現実にほかの自治体でも同じような取り組みをやっ
て伸びてきているわけですから、ここはもうちょっと時間を置いて検討していただきたいなと。去年市長名で文書出
て、無理だというようなことを、今は時期尚早だというようなこと言っていますから、今すぐにという、そんな朝令
暮改的なようなことはできないのでしょうけれども、引き続きこの事例を研究していっていただきたいなと思うの
で、このことについてどう思うかということを再質問でお伺いいたします。
　それから、４点目の雨水管についてでありますけれども、先ほどの答弁の中では砂川市では集中豪雨等により今の
ところ水があふれ出したような事例はないというようなお話だったのです。ただ、これも最初の１回目の質問のとき
に言いましたように、今大きな話になると世界的になのですけれども、気象条件が非常に変わってきまして、いつど
こでどんな災害が起きるかもわからないし、まして集中豪雨のようなものはことしに入れば南空知の長沼あたりなん
かでも発生しているわけなのです。災害というものも本当どこで起こるかわかりませんし、余り災害のほうの話もで
きないのですけれども、こういった集中豪雨が一たん発生してしまえば、今まで何ともなかったから多分大丈夫だろ
うではなくて、やはり気象条件が変わってきてこういったことも起こり得る可能性が高まってきているのだという意
識のもとに、汚水管の場合は５年で一巡するような高圧洗浄等をしていると、雨水管は必要に応じて点検等をして、
異常があれば補修というようなお話だったのですけれども、もう少し期間を置いて、例えば管の更新というようなこ
とは、これ総延長も物すごくありますし、費用も莫大なものがかかるので、下水道というものは必要なインフラなの
ではありますけれども、ここから何かを生み出すものではないわけですから、どうしても一回埋設してしまうと、そ
こにその後のお金をかけて管を取りかえるといったようなことはなかなかやりづらいということがあるわけです。で
すので、そうなれば日ごろの点検、補修ということが非常に大切になってくるので、先ほど必要に応じてということ
だったのですけれども、せめてこれも汚水管と同じように５年に１回ぐらいの点検等はできないものなのかどうかと
いうようなことを再質問としてお伺いいたします。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　まず、１点は、健診の関係で３５歳以下の住民の方々に対する、あるいは国保被保険者に
対する市としての取り組みはどうなのだということでありますけれども、ご承知のとおりこの健診につきましてはこ
れまでの老人保健法、そしてことしからの高齢者の医療の確保に関する法律に基づいて４０歳以上からという義務づ
けられた健診を実施していると。その中にあって砂川市としては、年齢を下げて独自に３５歳以上の方についても対
象としているという状況であります。また、ＪＡすながわで取り組んでおります北海道厚生連との契約による健診で
ありますけれども、これにつきましても年齢的には４０歳以下の方についても対象としているという状況でありま
す。
　問題は、それでは若年層、３５歳以下の方についてはどうですかというご質問でありますけれども、やはりご自分
の健康はご自分でしっかりと守っていただくということからいえば、やはり３５歳以下の方にあっても不安であれば
やはり健診を受けることも大事かと思います。対応といたしましては、各市内の医療機関では集団健診ではありませ
ん、あくまでも個人健診という形で健診をしていただきたいという方については各医療機関で健診をしています。内
容については、血液検査であったり、尿検査であったり、場合によってはレントゲンだったりというような検査です
けれども、そういう意味では医療機関としてはそういう体制がありますので、やはり市としてはやはり市民の方、ひ
いては国民健康保険の被保険者の方々にやはり自分の健康は自分で守っていただくのですよというところをやはり広
報でそれぞれこれまでもお知らせしております。そのようなことから、市でどんな対応ということになれば、やはり
基本的に健康についてというようなことで毎年毎回各種広報を使っていろんな病気に対する対応、あるいはその予
防、そういうことを周知しておりますので、そういう面で広報を使って若年層の方についてもそういった健康につい
てのＰＲもしていきたいですし、広報の仕方によりましてはその内容に若くても、あるいは若年時代から健診も必要
ですよというようなことも強調するような広報の内容にしていきたいというふうに考えております。
　続きまして、同じ国保の関係で後発医薬品の関係でありますけれども、ただいま議員のほうから広島県の呉市とい
う先進事例のお話もありました。私どももこの状況について若干調べてみました。呉市におきましては、被保険者の
数でありますけれども、国民健康保険の世帯数で５万５，０００世帯、被保険者数は９万１，６００人という国保の
状況ですから、砂川市から見ればかなり大きな国保事業ということになっております。そういう中にありましてこの
呉市では、１人当たりの医療費というのが年々増加しておって、全国平均と比較しますと、平成１９年度においては
１．１６２ということですから、全国平均よりも１６％以上上回っていると、そんなような状況もございまして、何
とか医療費の適正化ということでそういうシステムを導入しようということになったそうです。これにつきまして
は、呉市に限らず全国どこの市町村国保も運営に当たってはやはり安定化というものを財政的に求めていますから、
やはり医療費の適正化ということでそれぞれ市町村取り組んでいるという状況であります。ただ、この呉市の場合で
いいますと、このシステム導入に当たっての予算措置として、今年度初めてですから４，８００万ほどの予算措置を
講じたというお話も紹介されております。ただ、国保システムでございますから、当然その経費の関係でいいます
と、毎年毎年システムの運営費というのもかかってくるのでしょうけれども、やはり国保財政を少しでも安定化させ
ようという、そういう目的で呉市は実施しているというような状況であります。
　そこで、事前に砂川市としてももう少しこの後発医薬品という関係で取り組めないかというお話でありますけれど
も、先ほども１回目でご答弁いたしましたとおり、やはり医師会、あるいは薬剤師会、そのほかにはやはり患者さん
本人との対応ということも当然出てくるかと思いますけれども、その辺をやはり順序よく誤解のないような形でスム
ーズに運営していかなければならぬ、あるいはそういう方法とっていかなければならないと思います。そういった意
味では、やはり議員のほうからも平成２３年からカルテの電子化というお話もありましたけれども、当然国保のカル
テもそういうふうになってくると。そうなれば、これは道内でいけば北海道国民健康保険団体連合会、ここについて
はそれぞれの市町村の国保が加入しています。そういった道内の市町村個々におきましても、全道的にやはり国保の
財政運営、あるいは医療費の適正化を目指していますから、そういったところでこれらの総合的なシステムというよ
うなものもやっぱり検討するときがあるのかなというふうにも思います。また、取り組みといたしましては、これら
の情報も含めて、全国市長会の中には国民健康保険担当課長会議というのもございます。そういった意見交換、ある
いは重要な案件であれば、それをどんどん上に上げていくという、そういった組織でありますから、そういった全国
市長会の担当者会議あたりでもこういった話題を場合によっては砂川市から取り上げていくようなことも今後あり得
るのでないかなというふうには考えます。いずれにいたしましても、砂川市の国民健康保険ですから、砂川市として
どういうふうに取り組んでいくか、これにつきましてはもうしばらく時間をいただきたいと思いますし、方向的には
砂川市の国保実施といたしまして薬代も含めまして何とか一部負担の軽減、そして保険者の軽減を図りたいという願
いは一緒でありますので、ご理解を賜りたいと存じます。
　続きまして、公共施設における授乳でありますとか、あるいはおむつ交換ということで、確かに現実的には行って
いるのかもしれないけれども、もう少し踏み込んでというようなお話でありますけれども、やはりここについてはＰ
Ｒに努めていこうということだと思います。公共施設でいけば、これは先ほどご紹介しました９施設にとどまらず、
まず市内の各小学校あたりでも児童参観であるとか、そういった機会にもあるのかもしれません。いずれにしても、



そこそこの職員がやっぱり適切な対応をしてもらうということが原則でありますけれども、このＰＲ方については１
回目でもご答弁申し上げましたけれども、何せ妊婦というようなことからいけば、あるいは乳幼児を抱えるというよ
うなことからいけば、やっぱりふれあいセンターが活動の拠点ですから、出産前の各種マタニティースクールであり
ますとか、あるいは出産後の健診でありますとか、それから砂川市の場合は新生児についてはすべて家庭訪問して、
それぞれの妊婦さんの状況なりというようなものも訪問をしてそれぞれご相談し、あるいは指導しているという状況
もございますから、そういった機会を通じてＰＲに努めてまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと存
じます。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　ご質問いただきました他の自治体の現実では伸びている市としての支援策といいますか、
今後引き続き検討をしていただけないかというご質問でございます。昨年ポイント事業協同組合の事務局のほうにご
回答を申し上げた後、引き続き事業協同組合さんと市内の商業振興策について協議検討しているところでございます
が、昨年相談あった後、他の金融機関との預金対応などの相談事例だとか、それから実際に実現している事例にいた
しましては、地域交流センターゆうでの会場使用料の活用を満点カードでできるのではないかということでご相談い
たしましたところ、ゆうのほうで満点カードでも会場使用料が納入可能ということで、このような形で満点カードの
関係につきましては公共料金以外での相談業務に応じた中で実現をしているところでございました。
　それから、先進的に取り組んでいる他の自治体の状況なども調査させていただきました。その事例を申し上げます
と、道内では小平町や近隣では上砂川町などがございます。ポイントカードが満点カードになりますと、そのカード
の利用期間が６カ月以内と６カ月以上ではちょっと違いがございます。当市の満点カードの場合ですと、使用期間を
特に限定しておりませんので、仮にご質問の満点カードを有価証券と交換することが可能ということになりますと、
砂川ポイントカード事業協同組合さんが前払い式の証票の規制に関する法律に基づいて財務局に届け出なければなら
ない。それから、金融機関とそれぞれ契約なども締結して有価証券である小切手の換金ができるようにしなければな
らないと、このようなことがございました。それで、前段で申し上げた地域交流センターゆうだとか、そういう民間
での満点カードの使用というものの実現化に向けて進めていったところでございます。今後におきましても事業協同
組合さんと加盟店の増加対策だとか、それから他の手法なども検討しながら協議を図ってまいりたいと考えておりま
すので、ご理解いただきたいと思います。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　建設部長。
〇建設部長　西野孝行君　下水道施設としての雨水管の整備につきましては、これ昭和６０年から建設を始めてきて
おりまして、現在の重要な課題というのはこの既設管の機能を確保していかにこの施設の延命化を図っていくかとい
うことにあるというふうに考えてございます。それで、維持管理の取り組みにつきましては、先ほど必要に応じてと
いうような表現をいたしておりますけれども、いわゆる国道の下ですとか、ＪＲの下ですとか、荷重の負荷がより多
くかかっている場所、こういうところにつきましては３年に１回のサイクルで検査カメラ等々で中の状況を把握し
て、そして必要な補修を行っているということでございまして、必要に応じてというのは雨水管に土砂が何らかの原
因で流入したということにつきましてはその発生の都度という意味合いでございます。この下水道管の機能の確保と
いうのは、非常に重要な使命というふうに考えてございまして、これまでもそういう取り組みをしてきてございます
ので、その辺はご理解をいただきたいというふうに思います。
〇議長　北谷文夫君　武田圭介議員。
〇武田圭介議員　それでは、まず雨水管のほうからいきますけれども、雨水管のほうは今答弁いただきまして、状況
のほうがわかりました。そういったガード下等については、重要な部分については３年に１回程度行っているという
ことでありますから、この辺も引き続き、将来の天候予測等はなかなか難しいものがありますから、状況に応じて雨
水管の整備等を邁進していっていただきたいなというふうに思います。
　それから次に、ポイントカードのほうでありますけれども、これもなかなか換金することが難しいというようなお
話と引き続き市内の民間施設等での利用を促進していきたいという話で、話し合いについても今後継続していかれる
ということだったのですけれども、２回目の質問のときにも言いましたけれども、民間で利用してもらうというのは
当然の発想なわけでして、やはり砂川市が、行政が市内の商店を過剰に守ることにもならないと思うのですけれど
も、何せ、例えばこれ公共料金という例を挙げましたけれども、その支払いに充てるかどうかというのは、先ほどの
答弁の中にもあったように、結局は使う方の意識の問題なのです。ですので、使う方が別にこれを公共料金等に支払
おうというふうに思わなければ、それは市内の商店等でも使うのでしょうけれども、あくまでも市が市内の商業振興
ということで何か応援できるようなことがある、考えられるほかのことがあると考えた場合にこういった取り組みが
できないのかという趣旨で話を申し上げているわけで、話し合いだけは続けていっていただけるということなのです
けれども、なかなか今の財政状況等でお金を出すということも難しいし、イベントももう数多くやっていますから、
またこれ以上にさらにイベントをふやすということも難しいでしょうから、このポイントカード以外にもやはりせっ
かく民間から、または住民から上がってきた要望というようなことがあれば、それは１００％確約できないものであ
るにしても、決して守りに入ることなく、自分たちで切り開くというような形で支援していっていただきたいなと思
うわけですから、その辺について民間から上がってきた意見をできるだけ実現可能なものにするような取り組みとい
うか、姿勢というか、その辺のお考えだけ再々質問としてお伺いいたします。
　それから、赤ちゃんの駅のほうでありますけれども、これも現実にはもうやっていることで、ただちょっとＰＲ不
足かなというお話だったのですけれども、先ほど答弁の中では港区の事例を先進事例ということで紹介されていまし
た。私は、福岡県の筑前町というところの事例を紹介したいわけでありますけれども、例えばこれも赤ちゃん連れの
方がなかなか行きにくい場所があると、例えば女性ですから美容院ですとか、スーパーでの買い物はもちろん、家族
連れでの食事ででもレストランとか居酒屋などとか、そういった民間の施設にもなかなか連れていきがたい、赤ちゃ
ん連れでは出がたいということがあるものですから、では町としてもまずは公共施設を利用して子育て中であっても
そうやって気軽に外に外出していただこうという取り組みを町のホームページや広報紙で呼びかけを実施している
と。先ほど答弁の中では、ＰＲが必要で広報紙等、広報紙といえば広報すながわなのでしょうけれども、そういった
ものでの呼びかけが必要だというような趣旨のことをおっしゃられていたので、この辺の取り組みについてどうなの
だというようなことを再々質問としてお伺いいたします。
　一番最後に、国保の話でありますけれども、まず最初の（１）のほうの若年者の意識高揚、これについては今後ホ
ームページや広報もさることながら出前講座等もうまくＰＲすることによって、もっともっと若い人方に自分の体や
健診の大切さというようなことを認識していただきたいなと思いますので、この辺の取り組み活動も積極的に行って
いっていただきたいと思うわけですから、この辺のお考えについて再々質問としてお伺いいたします。
　それから、後発医薬品のほうなのですけれども、これも今システムの過渡期にあるわけで、今すぐにやはりなかな
か事業化ということでは難しい、それは私も承知しています。そして、例えばこういった薬価差益といいますか、以
前よりは安くなったとしても、この薬価による利益によって生計を立てているお医者さんとか薬局とかもあるわけで
すから、現実にはなかなかすぐ事業化という話はやはり難しいと。ただ、これも市の財政と、それから市民の負担と
いうことを考えるならば、やはり何がしかの取り組みが必要ですし、場合によっては住民の皆さんにこういった例え
ば薬を使った場合には削減の差額がこれだけ出るのだと。今の状況では、先ほどの答弁ではシステム上もなかなか難
しいというお話でしたから、それは第２段階の話としても、まず第１段階として例えば近隣の医師会や薬剤師会、場
合によっては砂川市立病院も含めてそうなのですけれども、これは３月の議会でも市立病院の小熊院長がここに来ら



れまして、今後その後発医薬品の普及を進めてまいりたいと。また、厚生労働省のほうでも２０１２年までに後発医
薬品の普及率を３０％にしたいというような数値目標を立てているわけですから、やはり何がしかの取り組み、その
結果だめだったということであればいいのですけれども、その取り組みを行うためにはやはり準備期間というものが
必要ですから、その辺の市の考えをちょっとお伺いいたします。
〇議長　北谷文夫君　副市長。
〇副市長　小原幸二君　（登壇）　私のほうから後発医薬品、いわゆるジェネリック医薬品の国民健康保険被保険者
への通知の部分でご答弁を申し上げたいと存じます。
　ご承知のようにジェネリック医薬品については、新薬、先発医薬品の開発後２０年なり２５年経過した後、特許が
切れて、各それぞれの民間企業が同じ成分で同じ効用という部分でつくられた医薬品でございます。厚生労働省につ
いてもこの４月から医療費の増嵩を抑えるために、医師の署名、要するに処方せんに医師の署名の有無によって個人
がジェネリックを選べるというようなシステムに実は変えております。そんな状況もありますし、またジェネリック
医薬品については、病院の広報「ひまわり」の８月号にジェネリック医薬品とはという形の中での広報も実はしてご
ざいます。先ほど来市民部長のほうから、システム等々で非常に難しいというお話がありました。これは、ジェネリ
ックを使うことによって一部負担が当然安くなるということは、すなわち医療費が安くなる。医療費が安くなるとい
う形になれば、保険者負担も安くなる、国民健康保険税も安くなるというような状況にあります。ですから、これは
非常に大事なことでございますけれども、ただ、今現時点では非常にやっぱりクリアしなければならない課題がたく
さんございます。ジェネリック医薬品といっても、例えば同じ成分、同じ効用を持つ医薬品であっても、例えば添加
物によっていろいろ波及効果が出てくる。例えばお医者さんへ行って処方せんを書いていただくという形になります
と、１つの医薬品だけでなくて数種類の処方せんを書いていただく、その数種類の医薬品と、要するに余り副作用が
出てこない、例えば添加物なりなんなり、例えば溶けやすいですとか、飲みやすいですとか、いろんな作用があると
思うのですけれども、そういう部分で医者が判断するというような形になります。市立病院でも後発医薬品推進委員
会という部分を発足させながら、１８年度、１９年度、２０年度という状況の中でかなり後発医薬品、ジェネリック
医薬品のパーセンテージも実はふえてきているというような状況にあります。
　ですから、こういう部分もう少しふやしていければいいのかなという感じがいたしますけれども、院外処方という
形になりますと、まちなかの調剤薬局、薬局さんでそれなりのジェネリック医薬品を在庫として持ってもらわなけれ
ばならないというような状況になります。そうすると、膨大な結局数の種類のジェネリック医薬品というような形に
なります。それだけ果たしてまちの民間調剤薬局が在庫として持てるかどうかという部分も１つにはクリアしなけれ
ばならない。先ほど議員がおっしゃられるように、ジェネリックと先発医薬品との薬価差益と申しますか、販売利益
と申しますか、そういう部分もあります。ですから、ドクターの要するに処方せん、これによって左右されるという
部分がたくさんございます。ですから、病院、市立病院等々でこのジェネリック医薬品の数をふやしていただくとい
う部分はいいのでしょうけれども、まちなかの調剤薬局さんとのそれぞれ整合性というか、そういう部分も図ってい
かなければならない。ですから、医師と、それから薬剤師、民間の薬局、これらをそれぞれ競合しながら調整を図っ
ていくという部分が一番問題なのかなというふうに考えます。ですから、そういう状況の中で、これ医療費を少なく
するという部分については保険者にとっても被保険者にとっても非常に有効なことでございますから、ここら辺一つ
一つ地道にクリアをしていきながら、極力早い時期に被保険者の皆さんに通知できるような形で対応してまいりたい
というふうに考えておりますので、ご理解をいただきたいというふうに考えます。
〇議長　北谷文夫君　市民部長、簡単に、端的にお願いします。
〇市民部長　井上克也君　（仮称）赤ちゃんの駅で福岡県筑前町のお話ありましたけれども、お話の中ではご婦人が
市街に出る場合の利用だとかお食事だとかというご発言もありましたけれども、これはあくまでもお子さんを預かる
というイメージではなくて、あくまでも一時的に授乳なりおむつ交換なりということなので、ご理解を賜りたいと思
います。
　また、健診の関係でございますけれども、どんどん、どんどん年齢を下げていくという方法もあろうかと思いま
す。ただ、そうなると自己負担こそいただきますけれども、応分の保険でもって負担をしていくという支払いになり
ます。そうすると、やはり皆さんからいただいた保険料をもとに健診をしていくとなれば、どんどん、どんどん年齢
を下げていくということになれば、それはやはりその分が保険税に影響してくるというようなこともありますので、
その辺も含めてお話をさせていただきました。
　また、平成２０年度、今年度から若いときからの健康づくりということで商工会議所なんかと連携をいたしまし
て、市内の事業所を対象とした健康づくり事業訪問ということで実施しております。このようなことで簡易健診であ
りますけれども、保健師が出向いて血圧測定、血糖値測定、あるいは腹囲測定等、こういったことで健康の保持とい
うことで保健の体制の中で強力に推し進めていきたいというふうに考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じま
す。
〇議長　北谷文夫君　経済部長、端的にお願いします。
〇経済部長　栗井久司君　民間の方からのご意見についてでございますけれども、商業振興に関する民間の方からの
ご意見については日ごろの業務の一環として位置づけております。コミュニケーションを図りながら消費拡大、商業
振興に向けて課題を解決するため努力する考えでございます。
〇議長　北谷文夫君　１０分間休憩いたします。
休憩　午前１１時０５分
再開　午前１１時１５分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　休憩前に引き続いて一般質問を続けます。
　一ノ瀬弘昭議員。
〇一ノ瀬弘昭議員　（登壇）　それでは、通告に従いまして、一般質問をさせていただきます。私の今回の質問は２
点でありまして、福祉灯油助成券の交付について、あとはマイマイガの異常発生の状況と対策についてでございます
ので、順次質問をさせていただきます。
　まず、福祉灯油の助成券の関係でありますが、福祉灯油助成券の制度につきましては北海道が１９７４年に初めて
これを設置した制度であります。当初は、５００円の灯油券を６枚、３，０００円相当を交付しておりました。とこ
ろが、１９９８年度、北海道は福祉灯油助成券の制度を廃止しました。その後も全道で約７０市町村が単独でこの制
度を継続してまいりました。そのような背景の中、砂川市でも実に１７年ぶりに昨年灯油価格の高騰に対する緊急対
策として福祉灯油助成券の交付を実施したところでございます。
　そこで、幾つかお伺いいたしますが、まず１点目には、昨年度の対象世帯はおよそ１，６００世帯とされておりま
したが、その交付実績がどうであったのかお伺いしたいと思います。
　続いて２点目でありますが、その昨年の実績を市としてどのように評価されているのか伺います。
　３点目は、交付された市民の方々の声をどのように把握されているのかお伺いします。
　４点目でありますが、灯油価格の推移を、今後のでありますが、この推移をどのように把握され、今後におけるそ
の見通しもどのように見ておられるのかお伺いいたします。
　５点目は、本年度も昨年にも増して灯油価格が高騰しております。本年度の福祉灯油助成券の交付を実施するお考
えについてお伺いしたいと思います。
　続いて、大きな２点目のマイマイガの異常発生の状況と対策についてでございます。近年全国的規模で大量発生し



ているマイマイガでありますが、砂川市でも例外なく本年マイマイガが大量発生し、市内特定の住民がその駆除に多
大な苦慮を強いられたところでございます。これと同様の事例が東北地方でも発生しております。県北地方の葛巻町
では、昨年も同様に大量発生したマイマイガが建物の外壁などに指先大の白い卵を大量に産みつけ、その卵が一斉に
ふ化し、数ミリ程度の幼虫は糸を出して宙を飛ぶように移動し、広範囲に広がったとされております。成虫になった
ガは、人体に直接的な影響は及ぼさないとされておりますけれども、幼虫に触れた場合には身体に赤い発疹が出た
り、かゆみが出たりするということであります。この町では、このまま成長して２年連続でガが大量に発生すること
を懸念する声が多く寄せられたため、自治会の代表らを交えた緊急会議を開催するなどの対策が図りまして、図られ
まして、この町が薬剤を用意して自治会ごとに薬剤散布を官民協働で行ったということであります。砂川市において
も来年度に向け同様の事態を回避することが必要ではないかと私は考えておりますけれども、そこで砂川市における
ことしのマイマイガの大量発生の状況がどうであったのか、またその対応をどのように実施されてきたのかお伺いし
たいと思います。
　以上でございます。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　大きな１、福祉灯油助成券の交付についての（１）から（５）についてご答弁
申し上げます。
　初めに、（１）の交付実績についてご答弁申し上げます。昨年１２月議会における補正予算では１，６００世帯分
を計上いたしましたが、対象世帯数は１，５１８世帯であり、このうち福祉灯油助成券の交付世帯数は１，１４０世
帯、交付率は７５．１％であります。交付世帯の内訳は、高齢者世帯が９５０世帯、母子世帯が１５１世帯、障害者
世帯が３９世帯であります。また、この福祉灯油助成券を利用した世帯数は１，１２１世帯で、助成額は５６０万
５，０００円であります。
　次に、（２）、その実績を市としてどのように評価しているかについてご答弁申し上げます。空知１０市の福祉灯
油の実施状況で比較しますと、１世帯当たりの支給額では砂川市を含め５，０００円が３市、４，０００円が５市、
３，０００円が２市で、１世帯当たり支給額の平均は４，１００円、交付率の平均は７１．７％であり、本市の支給
額及び交付率はいずれも平均を上回っており、助成の目的はおおむね達成できたものと評価しております。
　次に、（３）、交付された市民の方々の声をどのように把握しているのかについてご答弁申し上げます。原油価格
の高騰が原因で灯油価格も高騰したことから、この影響を強く受けている低所得者に対し、負担を多少でも軽減する
ことを目的に昨年度１７年ぶりに福祉灯油を実施したものであります。市民の方々の声というものを総体的に把握し
てございませんが、助成券交付の際には、助かりました、ありがとうございます、もらえてよかったですといった感
謝と喜びの声も聞いており、冬期間の生活の一助になったものと判断しております。
　次に、（４）、灯油価格の推移と今後の見通しについてご答弁を申し上げます。灯油価格について申し上げます
と、各月１０日現在の北海道物価モニターの調査では、本年６月で１１５．３円、７月で１２６．７円、８月で１３
２．７円となっております。また、今後の見通しでありますが、原油価格は世界における社会経済状況、円の為替相
場や原油先物取引相場の動向により強い影響を受けることから、見通しについては困難な状況にありますが、新聞等
では年末に向けて現在の価格より下がるのではないかとの見方も報道されているところであります。
　最後に、（５）、本年度の福祉灯油助成券交付を実施する考えについてご答弁申し上げます。１リットル当たりの
単価で申し上げますと、昨年１２月の９９．８円に対し、本年８月では１３２．７円となっており、金額で約３３
円、率で約３３％上昇している状況にあります。国では、原油等価格高騰に関する緊急対策として、昨年度に引き続
き生活困窮者に対する灯油購入費助成経費について特別交付税で財政支援を検討している状況にあり、また北海道に
おいても福祉灯油に係る地域政策総合補助金交付要綱を拡大する方向にあることから、今後の灯油価格を注視すると
ともに、これらの情報も十分把握し、本年度におきましても実施する方向で検討をしているところであります。
　次に、大きな２のマイマイガの異常発生の状況と対策について申し上げます。森林害虫として知られるマイマイガ
は、この夏道内各地で大発生し、本市においても７月末から８月中旬にかけて確認されており、特に国道１２号沿線
の商店街の店舗の壁、電柱、街路灯及び街路樹を初め、南吉野の学園通り周辺の街路樹や防犯灯などに成虫及び付着
産卵が大量に見受けられたところであります。このマイマイガは、数年から１０年の周期で大発生することがあり、
そのメカニズムは解明されていないことから、来年も大量発生するかどうかの予想は難しいところであります。本市
といたしましては、市民生活課を中心に土木課など関係課と連携を図りながら随時対応してきたところであり、多く
の卵が産みつけられた街路樹につきましては剪定を行い、商店会管理の街路灯につきましては自主的に成虫及び卵を
除去していただき、町内会管理の防犯灯につきましても自主的に消灯いただいたところもございました。また、一般
家庭につきましては、８月１５日号の広報すながわにマイマイガの発生に伴う対処方法についてのチラシを折り込
み、マイマイガに対する基礎知識と各家庭での駆除方法をお知らせしたところであります。今回のような大量発生に
対しまして決定的な駆除方法はないとされており、終息を待つしかない状況でありますが、来年の発生を少しでも減
らす方策として各家庭において壁などに付着した卵の駆除をお願いするとともに、明年春先には街路樹でふ化した場
合の幼虫駆除と必要に応じて剪定を行うこととしております。
〇議長　北谷文夫君　一ノ瀬弘昭議員。
〇一ノ瀬弘昭議員　ただいま２点にわたって詳細にご答弁をいただきました。
　まず、福祉灯油の関係でいきますと、本年度も実施したいという、そういった方向性のご答弁をいただいたところ
であります。昨年も、ご答弁にもありましたけれども、昨年につきましては平均の、空知１０市ですか、これを平均
しますと４，１００円の交付であったと。交付率については、７１％強ですね、であったと。いずれも砂川市のほう
は上回っていたということで、効果、目的がおおむね達成されたのではないかというようなご答弁でありました。私
もこの３つ目でお聞きした市民の声をどういうふうに把握していますかというような問いにしたのですけれども、思
いも寄らないものがいただけたということですごく喜んでおりました。多くの方がこれを喜んでおりました。ただ、
残念なことにこの７５．１％、残る２４．９％ですか、約２５％の方が対象者でありながらいただいていないという
ことでありまして、いろいろ聞いてみると、制度がというか、ことしもらえるようになりましたよということを知ら
なかったという人はごくごくわずかなのです。ただ、多かったのが、いや、うちは恐らくこの対象にならないのでな
いか、そういうことから行かなかったというようなこともあって、やはりこれはせっかく灯油の価格高騰に対する緊
急施策として行っていることでありまして、全体が上がっている、全体の所得層にとってこの灯油上がるというのは
大変なのですけれども、低所得者というのがやはり一番大変なわけですから、もらえる権利がある、交付されるその
要件が整っている、そういう方々には１００％に近いぐらい受け取っていただくことがやはり一番いいのかなという
ふうに思うものですから、そうなると昨年も１７年ぶりということでいろいろな、ブランクがあるものですから、空
白の期間があるものですから、なかなか試行錯誤の結果行われてきて、後半なかなかこの交付率が上がってこない前
は、２回ほどですか、町内会向けに回覧板の用紙を発行してということも知っていますし、非常に頑張って７５．
１％までこぎつけたのかなという気はしているのですけれども、いま一度ことしにおいてはせっかく現時点において
実施するということなものですから、より多くの方々がこの券を受け取れるような格好で望むものですから、さまざ
まな、例えば残り、交付の期間までの残り、あと期限まで１週間というふうになれば、例えば１件１件電話するだと
か、個人情報の関係はあるのかもしれないのですけれども、お手紙をお送りするとか、そういうふうなことも時とし
ては必要なのではないかなというふうに思うので、今後そうなると恐らく１２月の定例会あたりでという話になると
思うので、それまでに時間もありますので、検討されていただきたいなというふうに思っております。
　それと、その検討される中で、これ今はご答弁要りませんけれども、交付されるその検討ですね、検討される中に



１つ入れていただきたいのが、生活保護受給者という方も実は対象になっていて、砂川市ではこれ対象となっていな
いのですけれども、道のほうでは対象というような形の話も出ていますし、また実施している自治体というのもある
わけですから、そういったことも昨年は実施、対象から外されていましたけれども、ことしは対象にするのかどうな
のかということも検討されていただきたいと思うのと。
　あと、１つ、ちょっと情報として知っている範囲でいいのですけれども、お伺いしたいと思います。これは、ちょ
っと残念なのですけれども、私この一般質問の通告したのが３日の日の朝なのですけれども、この３日の日の新聞各
紙にちょっと出ていたのですけれども、きょうから始まる道議会、それの中に補正が上がるみたいなのですけれど
も、この福祉灯油の、これまでは道は福祉灯油を実施しているところに最大２分の１、最大１００万円を補助してき
たということなのですけれども、これを人口の大きな規模というのですか、人口規模の大きな自治体を中心にその上
限額の引き上げを求める声というのが結構あったらしくて、今回の上げる補正の関係では、当初予算の１億円に加え
て今回の補正で２億円を上積みすると、そして上限額をなくして自治体の世帯数などに応じて補助する仕組みに変え
たいよというようなことがちょっと報道されていたのですけれども、そういうようなことで私はこのマスコミの報道
でしか情報は得ていないわけでありまして、道議会のほうもきょうからということなので、多分おわかりのところは
少ないのかなというふうに思うのですけれども、わかっている範囲もしあればお伺いしたいなというふうに思ってい
ます。
　いずれにいたしましても、今回こういうようなことで福祉灯油がことしも実施されるというようなことでは非常に
喜ばしく思っておりますし、まだどれぐらいの金額でどれぐらいの対象者でというのは明確なところはありませんけ
れども、その方向性が見出されただけでも私はよかったなというふうに喜ばしく思っております。そういうようなこ
とで、幾つかお伺いした点についてご答弁いただければというふうに思っています。
　続きまして、マイマイガの関係でありますけれども、近年では、２０００年に入ってからは広島県とかそういうと
ころで大量発生しまして、昨年から東北のほうまでずっと北上してきたのかなというふうに思います。ことしは北海
道ということになりまして、去年大量発生した東北のほうでもことしも出ているそうです。先ほどご答弁の中でも２
年連続で発生するかどうかはわかりませんということだったのですけれども、いや、全くそのとおりなのですけれど
も、盛岡だとか、どこかその辺ですよね、２年続けて発生しているということで、これ本来はこの虫、虫といいます
か、幼虫のころの毛虫ですよね、この毛虫には寄生バチだとか病原菌、ウイルスといった天敵がいるので、大量発生
しても自然におさまるというような格好になっているみたいなのです。ですけれども、この北海道はちょっと積雪寒
冷地ということでどうなるかわからないということも含めて、どういうふうになるのかを見きわめていかなければな
らないなというふうに思っていますし、このガが１回目にも私通告の時点でもこれ書いたのですけれども、成虫にな
ると直接人体に被害は余りないというようなことで言われているのですが、幼虫のいわゆる毛虫の時点、このときに
はやはりかゆみが出るとかいろいろあるみたいで、特に鱗粉アレルギーというのを持つ人は注意が必要だということ
みたいです。そんなようなこともあるので、市民の皆さんの健康、またはそういった虫などによるそういった被害
等々も考えていかなければならないなというふうに思うものですから、私は心配して今回一般質問というふうにさせ
ていただいたのですが、７月末から８月中旬までこのガが見られたと。そのことにより樹木の剪定だとか、さまざま
な対応をされたということでは、私も南吉野だとか１２号線沿いの街灯のある付近だとかの方からいろいろ聞きまし
たけれども、素早い対応をしてくれたのだというようなことを言っておられたので、これは率直に評価できる点だな
というふうに思っているのです。ぜひとも、これは自然界におけるそういったメカニズムが解明されていない現状に
おいては、なかなか難しいことなのかもしれませんけれども、でき得る限り来年度に向けてそういった発生しないよ
うな取り組みも考慮されながら取り組みを進めていただきたいなということを申し上げて、この点については特に何
もなければご答弁は結構であります。
　以上、１点目の福祉灯油の関係で何点かお伺いしましたので、その辺のご答弁だけお願いします。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　福祉灯油の関係でご答弁を申し上げます。
　交付率につきましては、昨年度７５．１％というお話をさせていただきました。その中で実は答弁したとおり１，
１４０世帯に交付しましたところ、助成券を使ったという世帯が１，１２１世帯で、約１９世帯の方は交付を受けた
けれども、結局使わなかったと。いろんな事情があるのだと思いますけれども。昨年１２月もお話ししたのですが、
中にはやはり自分はそういう所得の状況であるけれども、あるいは福祉でそういう助成があるけれども、私は受ける
のだと、私の生活として自分でやるのだという方もおられます。この１９世帯が実際使わなかったのですけれども、
やはりその中には交付受けたと、だけれども自分この１２月、１月と自分の年金なり自分の収入の中でやりこなせる
のだと、そんなことから使わなかったケースも中にはあるのではないかなというふうに考えます。そういうことから
いけば、その交付に向けては、まずは市としては該当する方々にやっぱり助成券を交付してもらうと、受けてもらう
と。そして、今ほど言った、その交付を受けたけれども、その後はということはそれはご本人だけれども、やはり市
町村としては、市の立場としては、まず制度ですから、そして議会でご論議を願ったそういう福祉の助成ですから、
やはり該当する世帯には全部受けていただきたい。そういう意味で去年の実績を踏まえまして、確かに空知１０市で
いけば平均は上回っておりますけれども、少しでも多くやはり交付を受けていただくというようなことから、期間に
ついて昨年は１月末までと。それは、もちろん需要期に向けてということで取り組みましたけれども、期間を２０日
延ばして２月２０日までにした。果たしてその期間的なものが２月２０日でいいのか、その辺も検討してまいりたい
と思いますし、ただ１点、議員のほうから例えば残り１週間、あなたについてはまだ届け出されていませんよと、そ
ういうことはやはりこれも個人情報にかかわることでございますし、地方税法でしっかりと秘密の漏えい、所得に限
ってはという限定がありますから、そこら辺は法的に、あるいは個人情報の保護の観点からいってもそういった形で
のお知らせは今のところ考えておりませんし、できないものと考えております。
　それから、生活保護のお話若干ありました。その中で昨年の状況で申し上げますと、空知１０市で生活保護受給者
も支給の、交付の対象とした市というのは一切ございません。全道の状況でありますけれども、札幌市は福祉灯油の
助成はしておりません。その札幌市を除く全道の市で申しますと、２市ほど生活保護世帯にもという状況でありま
す。なお、北海道の補助金の内容でありますけれども、これにつきましては昨年もお話ししたとおり、北海道の補助
要綱の中では生保世帯は対象としていないと、その考え方につきましてはいろいろありますけれども、そういった保
護制度の中で冬期間の加算というのがあるというようなことから、北海道においては生保を対象外としているという
ところであります。
　続きまして、３点目といたしまして、北海道の今議会で提案があるようでございますけれども、その内容について
もし把握をしていればということでありますけれども、現段階ではこれまで人口規模、都市の人口規模によりまし
て、砂川市の場合は１万から３万に該当するということで補助基準額は１２０万を限度と。その２分の１ということ
ですから、北海道からは６０万円の補助を受けて昨年実施したと。その中で今年度北海道において今検討されている
のは、何とか市の規模で限度ということでなくて、あくまでも支給する世帯数、それに応じた補助内容というような
ことで検討をしているというようなことで、それ以外の細かな点についてはまだ把握もしておりませんし、まだ流れ
てきていないという状況でありますので、ご理解を賜りたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　一ノ瀬弘昭議員。
〇一ノ瀬弘昭議員　今回の質問につきましては、その方向性が見えたので、これ以上私としても、これから先機会が
ありますので、これより先は掘り下げてお伺いすることはないのでありますけれども、１つ、確認といいますか、少



し研究、模索していただきたいのは、このお知らせの関係で、確かに個人情報の関係で個別にそのお知らせというの
はやはり好ましくない、またはそういった各種法令等々ですか、そういうので余り好ましくないというようなことも
ありますけれども、実際個別にお知らせしている自治体もありまして、やっぱりそういうところはどういう手法を用
いてそうやってやっているのか、もし違法だということであれば、その違法をクリアするに足りる何かがあると思う
のです。そうでなければ、違法なことを自治体がやっているということであれば、これは摘発されるわけですから、
部長の答弁のままいきますと、でもそういうことにはなっていないのが現状でありますから、その辺をどういう手法
でやったのかとか、調べていただければなというふうに思っております。
　あと、使われなかったケースというのもご紹介いただきましたけれども、やはり自分でやっていこうというふうに
頑張ろうというような方もやっぱり中にはおられるのだと思います。ですけれども、せっかくのこういった制度をき
ちっと行うということがありますので、そうでない人も大多数おられるわけですから、できる限り１００％に近い
方々がこの助成券をもらっていただくというか、ご利用いただくということを念頭に据えた中でどのような方法がい
いのか、どうせば昨年の７５．１％を上回る数字になるのかということを検討された中で、大変だ、大変なことだと
は思いますけれども、ぜひともその辺ご尽力いただきたいなということを最後に申し上げまして、私の一般質問を終
わらせていただきたいと思います。
　先ほどのお知らせの関係で何かお考えがあるというか、他市の状況はそういうふうにお知らせしている状況もあり
ますので、その辺違法なのかどうなのかということも含めて検討していただきたいのですけれども、その辺の関係だ
けお伺いしたいと思います。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　他市でも何市かはそういった個人の通知というようなことのお話でありますけれども、私
どももその辺は承知しております。どういう考え方ですかとお聞きいたしますと、個人情報の保護の関係ではそうい
った問題はあるのだけれども、特別に審査会を開いてこの件に関してはというようなことで進めたということであり
ますけれども、私ども砂川市の考え方としては、仮に審査会にかけるかけないは別にして、やはり個人情報を含めて
地方税法で明らかにその所得に関する秘密ということがうたわれている以上、法律で実際になっているものを曲げて
までということには考えておりませんので、その辺のご理解を賜りたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　午後１時まで休憩します。
休憩　午前１１時４９分
再開　午後　１時００分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　午前中に引き続いて一般質問を続けます。
　土田政己議員。
〇土田政己議員　（登壇）　大きな項目で４点について一般質問をさせていただきます。
　まず第１点目に、妊婦健診の公費助成の拡大について質問をいたします。厚生労働省は、昨年１月１６日の妊婦健
康診査の公費負担の望ましいあり方との通知を出し、その中で母体や胎児の健康確保を図る上で妊婦健康診査の重要
性、必要性が一層高まっているとして少子化対策の一環として妊娠中の健康費用の負担軽減を求められ、負担軽減が
求められており、妊娠、出産に係る経済的不安を軽減し、少子化解消への一助に資することとともに、積極的な妊婦
健康診査の受診を図るために妊婦健康診査について自治体における公費負担の充実を図る必要性があると述べて、公
費負担については１４回程度行われることが望ましいという、望ましいと考えられるとして、最低５回程度の公費負
担を実施することが原則であると通知をしております。これを受けて全国の自治体の９割がことしの４月までに５回
以上に拡大しておりますが、砂川市は現在３回までとなっていますが、今後何回まで拡大しようと考えておられるの
か伺います。
　また、健診の費用は医療機関や検査方法によって違いますが、砂川市の助成額と支給の方法についてあわせてお伺
いしたいと思います。
　大きな２番目に、出産費用の保険適用と出産育児一時金について質問をいたします。健康保険法の第１条では、出
産も保険給付の対象になっており、国民健康保険法の第２条でも出産に関して必要な保険給付を行うものとするとさ
れていますが、なぜ砂川市の国民健康保険では適用がされていないのか伺います。
　また、出産育児一時金の増額や支給方法の改善が厚生労働省でも検討されているようですが、現在の支給額と増額
の見通し、支給の方法や仕組みについてお伺いをいたします。
　３番目に、後期高齢者の健康診査について質問をいたします。北海道後期高齢者医療広域連合の委託を受けて砂川
市が８月より後期高齢者の健康診査を始めたようですので、その内容についてご質問をいたします。後期高齢者医療
の被保険者である生活習慣病の治療を受けていない方とされておりますが、市内の被保険者のうち受診対象者はどの
ぐらいの方がおられるのか、また特定健康診査のように受診の目標数はあるのか、あわせて８月度の受診者の数につ
いてお伺いをいたします。
　２つ目として、健康診査の内容と１人当たりの費用の総額、また自己負担分の公費助成の考え方についてお伺いを
したいと思います。
　最後に、農業振興対策について２点質問をいたします。１点目は、今燃油、肥料、飼料など農業生産資材の異常な
高騰による市内生産農家への具体的影響額と来年の営農に向けての対応策についてお伺いをいたします。燃油の高騰
に加え、農家にとって最も欠かせない肥料が７割から８割も値上がりし、中には２倍以上に値上がりする肥料もあり
ます。北海道の調査では、道内における肥料だけでの上昇分だけでも３００億円以上の影響が出ると見られ、道内担
い手農家の１戸当たりの負担増は３４０万円を超えると言われております。来年の営農計画が立たないという極めて
深刻な事態であります。市内、砂川市内の基幹産業である農業は水稲、ソバ、タマネギ、トマトを初めとする施設園
芸、リンゴ、酪農など多くの品目があります。各分野の具体的影響と国や道へ向けての対応、市独自の対策について
お伺いをいたします。
　農業振興対策の２番目に、エゾシカによる市内農家への被害と被害の現状と対策についてお伺いをいたします。エ
ゾシカによる空知管内の被害は、一時減少傾向でしたが、ここ数年被害額が増加に転じ、その対策に追われておりま
す。２００６年度の空知管内全体での被害額は７，３００万円と言われておりますが、新聞報道によると北空知では
２００６年度に比べて２００７年度の被害額は２倍以上に上るとされております。そこで、次の３点についてご質問
をいたします。砂川市内の全体の被害額の状況について。２つ目に、市内全域での系統的な実態調査を行う考えがあ
るのかどうか。３つ目に、各農家が自主的に行っているエゾシカ侵入防止用の電気さく設置などへの道、国の支援事
業の活用についてお伺いし、第１回目の質問といたします。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　初めに、大きな１の妊婦健診の公費助成拡大についてご答弁申し上げます。
　妊婦健康診査の公費負担につきましては、平成１９年１月に厚生労働省母子保健課長名で妊婦健康診査の公費負担
の望ましいあり方についての通知があり、母体や胎児の健康確保を図る上で妊婦健康診査の重要性、必要性が一層高
まっていることから、５回程度の公費負担を実施することが原則であるとの考え方が示されたものの、公費負担を義
務づけたものではなく、自治体の実情に応じて実施するというものであります。本市では、砂川市立病院における妊
婦健診料金の減額措置等を勘案し、本年度につきましては公費負担回数を３回としておりますが、妊娠、出産に係る
経済的負担を軽減し、少子化の解消の一助に資するとともに、積極的な妊婦健康診査の受診を図るため、来年度、平



成２１年度から公費負担回数を５回とする方向で準備を進めているところであります。
　なお、助成額についてでありますが、妊婦健康診査は妊娠周期により検査項目が同一でないことから、１回当たり
の料金はそれぞれ異なり、平成２０年度は３回分合計で１万６，３５０円であり、平成２１年度から助成回数を５回
にふやすこととした場合、平成２０年度ベースで計算しますと５回分合計で１万９，８７０円の助成となります。助
成方法につきましては、従前同様、妊娠届け出時に市が受診券を交付し、受診、健診時に各医療機関へ受診券を提出
することで健診料金を支払うことなく受診できることとなります。
　次に、大きな２の出産費用の保険適用と出産一時金についてご答弁申し上げます。初めに、健康保険法では適用に
なり、国民健康保険では適用されない出産に関する保険給付でありますが、生活保障としての出産手当金のご質問と
思われます。この出産手当金につきましては、産前産後期間において給料が支給されないときに支払われることとさ
れており、基本的には会社員などの被用者保険の被保険者が該当することとなっております。国保でも任意に出産手
当金の支給を定めることができることとされておりますが、国保の被保険者が自営業、学生、無職の方等であること
を考えると、生活保障の役割を持つ出産手当金は国保被保険者にはなじまないものとの判断から、全国の市町村国保
において出産手当金の制度はない状況となっております。
　また、出産育児一時金の額につきましては、平成１８年１０月から１件当たり３５万円となっております。支給方
法につきましては、出産前の申請により本人にかわって保険者が直接医療機関に出産費用を支払う受け取り代理の方
法と出産後の窓口申請による保険者からの現金支給の方法のどちらかを選択することができることとなっておりま
す。
　続きまして、大きな３の後期高齢者の健康診査についてご答弁申し上げます。（１）の対象者数と受診の目標数及
び８月の受診者数についてでありますが、平成２０年８月１日現在、後期高齢者医療の被保険者である７５歳以上の
方及び６５歳から７４歳で障害のある方は３，１５６名であり、後期高齢者の健康診査については生活習慣病で治療
中の方を健康診査の対象から除くこととなっているため、その割合を６０％と見込み、対象者数については約１，２
００名と推計しております。
　次に、受診の目標数でありますが、実施主体である北海道後期高齢者医療広域連合から数値は示されておりません
が、過去の基本健康診査受診状況から明年３月までの受診者数は３００名程度と見込んでおります。なお、８月の受
診者数の、受診者数につきましては４１名の方から申し込みがあり、３７名の方が受診しております。
　（２）の健康診査の内容と費用及び自己負担の公費助成についてでありますが、健康診査の内容は基本項目である
問診、診察、身体計測、血圧測定、血中脂質検査、肝機能検査、血糖検査、尿検査となっておりますが、本市では介
護予防のための生活機能評価についても後期高齢者健康診査にあわせて実施しております。健診費用は６，５００円
であり、北海道後期高齢者医療広域連合が３，４００円を、生活機能評価を同時実施していることから砂川市が２，
７００円をそれぞれ負担し、受診者の自己負担を４００円としているところであります。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　（登壇）　大きな４番の（１）についてご答弁申し上げます。
　原油価格の高騰は、燃料費、生産資材費の価格動向に与える影響が大きく、農業経営に大変厳しい状況のため、国
は安心実現のための緊急総合対策として、９月下旬からの臨時国会に補正予算や来年度予算の概算要求に具体的な営
農対策を支援することを８月２９日に発表しているところであります。その内容は、まだ抽象的な表現ですが、今後
順次具体的な対策内容が示される予定となっております。ご質問ありました農業生産資材の高騰による市内農業者へ
の影響額については、新砂川農業協同組合等の生産資材費の価格動向調べによりますと、肥料が加重平均で約６０．
８％と大幅な値上げとなっており、農薬につきましても７から１０％の価格上昇、段ボール及びビニール等の資材が
１０％、ハウス用骨材が２０から３０％、家畜の飼料は７から１０％の上昇、燃料は平均で４２％と、いずれも生産
資材が高騰しております。これらの生産資材の価格上昇分がそのまま生産者価格に転嫁、上乗せされる市場実態にな
っていないことから、今般の生産資材高騰分がそのまま農業所得の減収につながることが想定されるところでありま
す。そのため米の生産農家では、平成１８年度との比較で約５．１５％増加し、平均的な耕作面積５ヘクタール規模
の水稲農家ですと約１５万２，０００円の減収であります。タマネギ農家は、平成１８年度との比較で約７．９５％
増加し、平均的な耕作面積６ヘクタール規模のタマネギ農家ですと約４１万７，０００円の減収、酪農では平成１８
年度との比較で約１６．１１％の増加で、１頭当たりの生産費が約４万８，０００円増加し、１００頭飼育の経営で
すと約４８０万円の減収、野菜のうちトマトの施設栽培の生産農家では平成１８年度との比較で１０％増加し、平均
的な施設栽培農家５０アール規模の農家ですと約４３万５，０００円減収となる予想をしており、原油高騰における
影響額の大きさに苦慮しているところであります。このことから、来年度に向けての営農対策として、国は緊急総合
対策のうち農業については、省エネ型の設備における燃油の消費量と化学肥料の施肥量を軽減する施設園芸で実施す
る農業者グループに対して、燃料費と肥料費の増加分を補てんするものや燃料の高騰により資金繰りが悪化して支障
を来している農業者や集落営農組織に運転資金の低利融資が主な営農対策となっております。市としては、国や北海
道の具体的な対策が示された時点でその内容を検討し、関係機関に情報周知を図りたいと考えており、原油価格高騰
の動きにも若干下落の傾向との変化の兆しが見られますので、現状では特に原油価格高騰に係る独自対策は講じてお
りません。今後の原油価格の動向を注視しながら、国、北海道の対応に関する情報提供に努め、国及び北海道に対し
て営農対策に関する要請をしていく所存でございますので、ご理解を賜りたいと存じます。
　次に、（２）についてご答弁申し上げます。最初に、エゾシカによる市内農家の被害状況でございますが、収穫前
の農作物に被害を及ぼす動物についてはエゾシカを初めカラス、キツネ、アライグマやクマなどがございます。その
うちエゾシカの被害でございますが、被害年度は１８年、換算被害面積、換算被害金額は１９年度の実態調査の結果
で作付面積１，０６２．１０アール、被害金額６８万１，０００円となっております。
　次に、エゾシカ侵入防止用の電気さく設置に関する助成制度でありますが、本年２月に鳥獣被害に関する農林水産
業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律が施行され、国は鳥獣害防止総合対策事業実施要綱を定め、補
助事業実施を希望する市町村は被害防止計画を策定し、計画に基づき平成２０年から２２年度までの３カ年で電気さ
くなどの整備事業を実施するものであります。補助率は原則２分の１、過疎指定の市町村は５５％となっておりま
す。事業実施主体は、市町村、農協、猟友会等により設立した地域協議会となっております。
　次に、北海道の助成制度については、地域政策総合補助金交付要綱が定められており、エゾシカ被害に関する助成
制度はソフト事業として農林水産業の振興に関する事業の調査研究に該当することになり、補助率は２分の１となっ
ております。当市で既に実施している助成制度を申し上げますと、北海道中山間地域等直接支払交付金事業において
１７年度から１９年度までに２，０００メートルを設置しており、２０年度は６００メーター、２１年度は８００メ
ーターを計画しており、この助成制度は国５０％、道２５％、市２５％となっており、エゾシカの出没する中山間地
における傾斜地２０分の１に該当する地域で実施しております。また、助成制度を受けないで農家が自主的に行って
いる電気さく等の設置状況は、市で確認されているもので６件、３，８００メートルとなっております。有害鳥獣の
被害対策については、新砂川農業協同組合が被害防止の調査を希望される農家の取りまとめを含めて助成制度を活用
し、事業の受け皿となることで打ち合わせを進めており、関係機関に対して協力をお願いし、被害対策の協議会立ち
上げについての検討をしているところでございます。
　以上でございます。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　それでは、再質問をさせていただきます。
　最初に、妊婦健診についてでありますけれども、現在３回を５回来年度からにふやしたいというお話でございまし



た。ただ、厚生労働省の発表によると、ことしの４月時点で５回以上を公費負担として行っている自治体は全国で
１，６２８市区町村、９０．４％です。昨年８月の時点では３０５しか、１６．７％しかありませんでしたから、こ
のわずか８カ月間で５倍以上にも５回以上のところはなっていて、助成回数が一番多いのは北海道の秩父別町、空知
管内の、など３町村で１６回分がすべて公費負担です。１４回から１５回の行っている市町村は８６市町村もあり、
全国平均で５．５回と。助成回数が４回以下の自治体は、全国でわずか１７２市町村だけなのです。その中に砂川市
も入っているということなので、１割にも満たない状況です。ですから、私は来年度から実施するのを５回というふ
うに言わずに、もっと今の厚生省の指導に基づいて、最近厚生労働大臣もそういう意味ではさらに拡充する必要ある
ということも８月の２２日の日にも記者会見で言っているわけでありますので、さらに拡大する必要があるのではな
いかというふうに考えます。先ほども答弁ありましたように、健診の費用は医療機関や検査項目によって違いがあっ
て１回４，０００円から６，０００円、場合によっては１万を超える場合もあるということで、全国平均でいうと健
診に係る費用は１０万円前後になると言われているのです。先ほどの答弁では、そのうち５回にふやしても１万９，
０００円、２万円にもならないということですから、それではやっぱり本当に少子化対策にはならないのでないかと
いうふうに思いますので、５回と言わずに、私は１４回一遍に全部せとは言いませんけれども、しかし少なくても１
０回ぐらいまで引き上げる必要があるのでないかというふうに考えますのですけれども、このあたりどういうふうに
お考えになっているのか。５回では、私は全国平均以下というのは拡大したといえどもいただけないのでないかとい
うふうに思っています。先ほど部長から答弁ありましたように、国は子育て支援事業で交付金で７００円で、７００
億円でこの健診費用を賄われていると。交付税に算入しているから、使い道は自治体の裁量に任されるというふうに
言っておりますけれども、本来であれば国が、すべて国の負担でやるのが私は、全国で同じことになるわけですか
ら、いいわけで、自治体によってこんなに大きなばらつきがあるというのはやっぱりうまくないというふうに思うの
です。しかし、現在の制度のもとでは各市町村が取り組むことになっておりますので、少なくても１０回以上行われ
るようにするべきだと考えますが、そのあたり再度お伺いをいたしたいというふうに思っております。
　それから、この支給方法についても最近厚生労働大臣は直接医療機関に払えるような方法も含めて検討するという
ふうにも言っているわけでありますけれども、砂川市の場合はそういう意味では非常にまだその辺はそうなっていな
いのですが、改善される、もっと改善していく考えがあるかどうかをちょっとお伺いしたいと思います。
　それから、２点目の出産費用の保険適用について、これは先ほど説明がありました、答弁がありましたように、国
民健康保険以外の健康保険では健康保険法に基づいて出産手当金というのが受給できるようになっているのですけれ
ども、残念ながら国民健康保険法の２条ではそれが支給できることになっていながら、それぞれのまちで制定する条
例の制定で支給しなくてもいいという条例ができる、そのことを受けて結局なっていないと。同じ働いている婦人の
方でもやはり保険によって支給が、状況が違うと言っているのは、非常に残念だというふうに思うわけですけれど
も、少子化対策を強調するのであれば、少なくても出産費用を基本的には無料化して安心して子供が産める状況をつ
くり出す、つくるというのが必要でないかというふうに考えております。
　それから、出産育児一時金については、先ほどのご答弁で３５万円というご答弁がありましたけれども、砂川市の
出産一時金の現状を見ますと、国民健康保険の関係で１７年度は１９件、５７０万円、１８年度は２２件、７１０万
円、ところが昨年度、１９年度はわずか７件で２４５万円となっています。どうして１８年度から１９年度に３分の
１以下に減ったのか、制度が変わったのか、あるいはそれとも違う要因があるのか、その辺ちょっとお伺いをしたい
なというふうに思っております。
　次に、後期高齢者の健診について再質問いたします。７５歳以上の市民で生活習慣病の治療を受けていない方、そ
れで先ほどのご答弁では、砂川市では４０％ですか、１，２００名程度対象者がおられるというのですけれども、具
体的に例えば生活習慣病の治療を受けていない方という中身なのですけれども、例えば血圧を下げる薬とか、インシ
ュリンの注射または血糖値を下げる薬、あるいはコレステロールを下げる薬を直前、直近１年間飲んでいる人はだめ
だと、あるいは直近１年間医療機関の受診をしなかった人などということを定めている市町村もあるのです。ですか
ら、砂川市の場合生活習慣病ということだけなのですけれども、具体的にはどういうことなのかをお伺いしたいと。
そういう市町村で調べてみますと、対象者は３％から５％しかいないということになったようなのです。ですから、
本当に４割も後期高齢者の中におられるのかどうなのか。私自身は、後期高齢者という制度そのものが高齢者差別の
医療制度であって、これを廃止するという国民の声が今大きく上がっています。それから、この後期高齢者の健診に
ついても医療関係者の皆さんからも薬の服用や医療機関の受診だけで治療をしていると機械的に判断して健診の機会
を奪えば、その他の病気を見落とすことになるということで、この健診内容について非常に疑問の声を持っているお
医者さんも砂川の市内でもおられます。
　そこで、私はこの制度そのものは廃止は必要なのですけれども、現在その制度のもとに行われている健診で、先ほ
ど部長の答弁では本人負担は４００円というふうに言われましたけれども、この受診をできる人たちは健康で保険を
使っていない人なのです、先ほどの基準からいうと。受診したり病院にかかっている人は、だめだということになる
わけですから。したがって、私は、こういう人たちの本人負担４００円は自治体が負担すると。そういう自治体は、
北海道内にも今生まれております。国は、高齢者を後期高齢者と７５歳以上の人を差別をして高齢者いじめの政策を
行っておりますけれども、そういう中でも砂川市は高齢者を大切にする温かい市政を行っているという点では、そん
なに私は予算額をとらぬでも、この４００円すべて無料にしてもいいのではないかというふうに考えるのです。この
点について改めて市長の考えをお伺いしたいというふうに思っております。
　それから、農政の問題について、農業問題について部長から詳しい答弁をいただきました。大事なことは、部長答
弁にもありましたように、砂川市の基幹産業である農業をしっかりと守るために、行政と農業関係団体がしっかりと
手を組んで、それで政府に対して農業生産の維持と食糧安定供給、地域経済を守るためにあらゆる対策をとるよう強
く求めていくということは、当然のことであると私も考えております。ただ、今政府がとろうとする緊急対策も実際
どうなのかと。本来であれば臨時国会で決めてきちっと対策をとってほしいのだけれども、その臨時国会も国会の冒
頭に解散、総選挙となれば全く対策がとられないままいくのではないかという、そういう危惧もあります。したがっ
て、来年の具体的な営農対策に、営農計画に間に合わないのでないかという声もありまして、やはり国に対して強く
要望していくと同時に、自治体あるいは農協自身が北海道の農業、地域の農業をしっかり守るために協力して具体的
な営農対策に向けて何らかの対策をとるということで既に新聞報道されておりますので、富良野農協でも独自対策を
とったり、それから隣のピンネ農協でも独自対策をとって農家の軽減をとると。さらに、きょうの新聞報道による
と、美瑛農協でも美瑛の農協と美瑛町が一緒になって、そしてこの緊急対策をとるということが報道されておりま
す。美瑛町は、美瑛農協は全体で１億１，５００万ほどの対策をとるようでありますけれども、そのうち町は３，０
００万、財政が非常に厳しいのですけれども、地域の基幹産業を守るために３，０００万出して対策をとるというよ
うなことが各地で次々と手を打たれているような状況であります。したがって、今世界的には食糧不足で極めて深刻
な状況にあるし、同時に今私たち農家にとって非常に頭が痛いのは、ことしは米が豊作で、作況指数１０１を超えた
場合、集荷円滑化対策が発動されるとなれば、米の値段は７，０００円ですか、半分の値段の米を出荷しなければな
らないという、そういう事態にもなっていて、この原油高騰、資材高騰とあわせて、先ほど部長答弁があったよう
に、農業生産の価格が上昇しているのであればいいのだけれども、逆に農産物の価格は下落傾向にありながら生産費
がふえるという点では非常に大変なので、改めて市、農協さんあたりとよく協議して市独自の対策、砂川市独自の対
策をとる考えないのかお伺いいたします。
　最後に、エゾシカについては、先ほどのご答弁がありました。ぜひ今原油や肥料、あるいは農業生産資材が値上が
りする中で、さらに農産物の被害、エゾシカによる被害がいて一層中山間地域では厳しい状況にもあるわけです。市



と農協さんを中心にして協議会を立ち上げて、国や道の支援策を受けていくという方向でありますので、ぜひそれが
対策ができるようにお願いしたいと思うのですけれども、その場合お伺いしたいのは、砂川市全体で計画を立てた場
合に補助を受けるのか、あるいは地域別というか、一の沢とか焼山とか富平とか、そういう地域別に具体的な計画を
立てなければいけないのか、そのあたりの取り組みの方法について最後にお伺いし、再質問とさせていただきます。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　まず、妊婦健診の関係であります。回数の関係でありますけれども、議員ご承知のとお
り、今年３月の定例会の予算質疑の中でこの問題取り上げられまして、早速理事者のほうから私ども事務担当のほう
にとにかく来年については５回検討ということで指示もありました。それで、参考までに申し上げますと、この近隣
で申しますと、芦別が３回、赤平が２回、また上砂川町４回、浦臼町２回となっており、その他については５回とい
うことで、砂川は３回という２０年度の状況であります。また、全道的な状況でいいますと、全道３５市で最も回数
の多いのは５回であります。調査いたしますと、５回が２９市、３回が砂川を含めますと５市、２回が１市というよ
うな状況でありまして、先ほど１回目でご答弁申し上げましたとおり、いずれにしても来年度に向けては５回で準備
を進めておりますし、当然また平成２１年度の予算編成をする中では、そういった他市の状況等も含めて、５回あり
きということではなくて、その状況も含めた中で当然検討していくという考え方に立っておりますので、ご理解を賜
りたいと思います。
　なお、健診費用の関係でありますけれども、１回目にご答弁いたしました。それぞれ医療機関、受診機関でまちま
ちであります。参考までにちょっとお話を申し上げますと、砂川市立病院、仮にという話ですけれども、１４回すべ
てやった場合の金額と、あるいは滝川で、お隣の滝川で１４回すべてやった場合の金額、これでいくと５万円程度違
うというような、そういう状況もあってまちまちであります。そういったことでは、回数もそうでありますけれど
も、実際その健診費用というのが何ぼ負担かかるのかというのがそれぞれの医療機関でまちまちであるということも
ご理解を賜りたいと思います。
　また、支給方法の関係でお話もありましたが、実はこれにつきましては全道の道内の市町村、そして道が契約いた
しまして、今度は北海道と道医師会が契約をいたしまして、この妊婦健診についてはそれぞれ市町村で受診券を交付
して道内のどこの医療機関で妊婦健診されようとも、それぞれ受診券を持って受診をされて、その分についてはそれ
ぞれの市町村が負担するというような契約になっておりますから、今その自治体がかわってということにはなりませ
ん。また、これについては保険適用外ということでご理解を賜りたいと存じます。
　続きまして、出産手当金の関係でありますけれども、これにつきましては健康保険法では義務的に、強制的にこれ
は支給しなさいというものがこの出産一時金でありますし、葬祭費であります。また、傷病手当金、出産手当金につ
いても健康保険法では義務的にと。これは、被用者保険、当然働いておられる例えばご婦人が出産をされる、そうい
う場合については働いておられるから収入もあると、その収入が産前産後に限って仮になくなるとすれば、それを補
償するというような休業補償の一環でありますけれども、国民健康保険につきましては答弁申し上げましたとおり、
全国の市町村国保で出産一時金、そして葬祭費ということで、休業補償としてのこういった傷病手当、出産手当金に
ついて制度化している、実施しているというところはない状況でありますし、またその理由としては先ほど申し上げ
ましたとおり、国保というのは無職の方、無収の方も対象としているというようなことでございます。仮に、仮にの
話でございますけれども、そういったものもできないというわけではありませんけれども、もしするとすれば、当然
そういった方に保険料で別途その部分を徴収しながら運営をしていくということになりますから、それについては国
保の性格上全国の市町村でそういう取り扱いをしているということでご理解を賜りたいと存じます。
　続きまして、後期高齢者の健診の関係でありますけれども、これについては実施主体というのがこれは北海道の後
期高齢者医療広域連合であります。ご承知のとおり、制度でいろいろお話もありますけれども、７５歳以上の方、そ
して６５歳から７４歳までの一部の方については保険者が砂川市ではなく、あるいは健康保険組合でなく、後期高齢
者医療広域連合が保険者であって、この健診については実施主体は広域連合であります。各市町村が委託を受けて、
かわってその事業を実施しているということであります。そこで、北海道後期高齢者医療広域連合では要綱の中でこ
の健診について定めをしております。この北海道後期高齢者医療広域連合健康診査実施要領というものがございまし
て、先ほど議員さんおっしゃりましたとおり、こういった一部疾患、これらの疾患については除外をするのだと、そ
して健診に当たっては自己負担１割程度をいただくのだと、そういう実施要領にのっていることでございます。参考
までに申し上げますと、この管内でありますけれども、砂川市は現行４００円でございますけれども、この中空知の
関係で申しますと、浦臼町がたまたま平成２０年度は自己負担は取っていなかったというようなことから、担当のほ
うに聞きますと、準備がちょっとおくれて間に合わなかったというようなことで自己負担までの議論ができなかった
ということで、これについては来年度からも１割程度の負担をいただくのだということでありますから、この中空知
５市５町の状況を見ましてもそれぞれ自己負担金を１割程度いただいた中で健診を実施しているという状況でありま
すので、ご理解を賜りたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　最初に、原油価格の高騰による、ＪＡと協議して市独自の対策はというご質問でございま
すが、原油価格の高騰による影響につきましては、国の総合経済対策として今さまざま、いろいろな営農対策の方法
が論じられている最中でございますが、一方地元ではＪＡ新すながわとしても農家への資金融資など支援を考えてい
ると報告を受けておりまして、農協系統資金の相談窓口などの設置など、今後具体的な営農対策を講じられる方向で
ございます。砂川市としては、具体的な独自の営農対策は講じておりませんが、国の総合経済対策の内容が当市の農
家に該当するか、制度の活用について関係機関と十分協議してまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただき
たいと存じます。
　２点目のエゾシカの被害による国の補助制度でどのような被害防止計画になるのかというご質問でございますが、
基本的に侵入防止策の電気さくでは電気さく設置の農作物は防げますが、電気さくのない箇所の農地にエゾシカが出
没することになりますので、昔ながらの猟銃により有害鳥獣駆除対策が継続的に必要であると認識しております。本
年作成される被害防止計画については、全市的な計画になりますが、一番適切な方法と考えておりますのが猟銃のほ
か箱わななどによる駆除と、ご質問のあった侵入防止用の電気さくを希望する農業者には国の助成制度の活用など情
報提供を行って、事業実施に向けた取り組みを生産者団体の農協を通じて検討してまいりたいと考えております。そ
のようなことで今後、ことし、本年被害防止計画を策定して、次年度以降国の制度を活用した形で箱わななり電気さ
く等で事業の予算づけしながら、エゾシカの被害対策に対応してまいりたいと考えております。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　申しわけございません。１件答弁漏れがございました。出産育児一時金の関係で平成１９
年度が７件ということで、随分件数が少ないというお話がございました。この関係につきましては、実数で申し上げ
ますと、平成１７年度が１９件、平成１８年度が２２件、平成１９年度が７件であります。また、今年度４月から８
月まではこの出産育児一時金、国保での支給は５件となっておりまして、平成１９年、少ない状況になっております
けれども、これはたまたま国保の被保険者で出産をされた方が少なかったと。申しますのは、砂川市全体の出生件数
の受理件数で申し上げますと、平成１７年度が１５４件、平成１８年度が１４８件、そして平成１９年度が１３６件
ということで大きな違いはございませんから、たまたま平成１９年の国保の被保険者に限っての出産が少なかったと
いうことでご理解を賜りたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　時間がなくなりましたので、絞ってお伺いいたします。



　先ほども言いましたように、妊婦健診あるいは出産の費用について、８月２２日の舛添厚生労働大臣の記者会見
で、少子化対策の強化を一層強めていく一環として妊婦健診の公費負担の一層の拡大を図るということを明確に述べ
ているのです。ですから、部長は先ほど今後の状況見ながら５回といわずさらにふやすと言ったけれども、ぜひ国も
そういう方向ですから、５回に、５回というのは最低の基準ですから、来年度予算の編成に向けてぜひその辺で、先
ほど例を挙げられたのはこの中空知の旧産炭地と同じ状況ではないと思うのです。砂川市は、私はいいのは市立病院
です。産婦人科、小児科も集約されて、本当に安心して子供さん育てる、産み育てられるまちになると思うのです。
そういう立場からいうと、やはりこの妊婦健診とか出産の費用の問題についてやっぱりぜひ充実される必要があるの
ではないかと。あわせて、労働大臣は出産費用についても、出産の費用についても数十万かかると。具体的に言う
と、４０万から６０万のお金がかかるというふうに言われていて、公費、出産費用を事前に準備しなくてもよい制度
を来年４月より制度改革として実施を目指したいということも記者会見で言っているのです。ですから、今の若い人
たちがなかなか子供さんを産めないのは、その出産費用も大変だということがあって、これは厚生省もわかってい
て、少子化対策のもとでその制度改革をするために、事前に４０万、６０万のお金を準備しなくても子供さんが生ま
れるようにすると。さらに、出産後の一時金については直接医療機関に請求、支払いがされる仕組みに変更すること
も検討するとも言っているのです。ですから、本人に払って、本人から払うのでなくても、すぐかかった費用は国や
自治体からすぐ医療機関に払って本人負担はないというふうな状況にしようとしておりますので、ぜひそういう状況
を踏まえてさらに一層妊婦健診の拡充のために努力をしていただきたいというふうに思いますので、そのあたりにつ
いてお伺いをしたいというふうに思っております。
　それから、後期高齢者の健診について、いろいろ議論はあるところなのでしょうけれども、実際には差別なので
す、一般の。午前中も質問ありましたように、特定健診のほうは特定健診でやっているのだけれども、７５歳が過ぎ
ると別の健診であると。お医者さんも言われたように、病院にかかったり、血圧の薬とか、コレステロールとか、そ
ういう薬を飲んでいる人は一切だめということにしたら、どれだけの人が実際受診できるのだと。病気は、いろんな
病気ありますから、それだけでないのです。ですから、先ほど部長答弁あったように、身長や体重や血圧や、それか
ら血糖値、尿検査だけで、それだけでお年寄りの病気が、いろんな病気がわかるということにはお医者さんもならな
いと。こんな健診では本当に役に立つのだろうかという、やっぱり医療機関からの疑問の声はあるのです。そういう
意味では、やはり私どもはこの後期高齢者医療制度そのものを廃止していく必要あるし、抜本的に見直しをしていく
必要があるというふうに考えておりますので、先ほども言いましたように制度のあるうちは、砂川市は４００円だと
いうのですけれども、せめてそのぐらいは、１，０００人受けても４０万あればできることです。１，０００人なん
か受診はありません、８月で３７人しかいないのですから。したがって、ぜひそういう意味では市長のお年寄りを大
切にするという気持ちでこの４００円を自治体で負担をしていくというお考えないのかどうなのか、そこだけお伺い
して質問を終わります。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　ただいま土田議員おっしゃったとおり、厚生労働省のほうではこの子育て支援の一環か
ら、お話あったとおり、その健診の充実というようなことで閣議後の記者会見で舛添大臣が考え方述べているよとい
う情報もございます。
　また、出産育児一時金については、先ほど言ったとおり、受領代理ということで出産後に保険者、砂川市の国保が
医療機関に払って、出産されるご本人は一切支払い行為はないというもの、これについては選択制でございます。そ
ういったこともあるし、従前どおり現金で本人に保険者から手渡して、その手渡したものを持って医療機関に支払
う、現在支払い制であります。その選択制なのですけれども、これについては砂川市国保はいち早く受領代理、直接
保険が医療機関にお支払いをするという方向をとりましたけれども、まだ実施していない市町村国保もあります。そ
ういったことから、厚生労働省の考え方としまして、これらは今度選択制でなくて、あくまでも出産費用については
保険者が医療機関に直接支払う、そういう方法で、方向で検討しようということでございますから、恐らくこの流れ
でいきますとそういった方向になるのだろうなというふうに考えております。
　最後に、後期高齢の健診の制度でございますけれども、制度自体先ほどもいろいろお話ありますけれども、実施主
体があくまでも広域連合であります。広域連合が実施する一つの要領としまして、自己負担を１割程度もらった中で
行うのだという方針であります。それについては、いろいろご意見もあろうかと思いますけれども、先ほども申し上
げましたとおり、この５市５町においても道内においてもほとんどが、そこまで詳しく調べていませんが、申しわけ
ありません。ほとんどのところがそういう自己負担、要領にのってやっているはずです。仮にそれを自己負担を取ら
ないで、徴収しないでということになれば、やっぱり実施主体の広域連合として一部負担のあり方はどうなのだとい
うような議論がやっぱり基本でないかなと思います。そういった意味では、４月からスタートしまして、広域連合で
ございますけれども、広域連合の議会としてもそういった点についてどういうふうになっていくのか、その議会には
当然市長会の代表の方なり、あるいは北海道市議会議長会の代表の方なりがそういった議員となっておりますから、
当然これは不都合だというものがあればそういった場で論じられるものというふうに考えておりますので、ご理解を
賜りたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　１０分間休憩いたします。
休憩　午後　１時５９分
再開　午後　２時１０分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　一般質問を続けます。
　中江清美議員。
〇中江清美議員　（登壇）　それでは、通告の順に従いまして、一般質問を行います。大きく３点にわたって質問し
たいと思います。
　１点目には、砂川市の今後のまちづくりについてであります。７月２８日に２市３町の地域づくり懇談会を解散し
た内容が９月１日号の広報すながわに載っておりました。その中にこれからの地域づくりとして、今後もこの地域は
小規模な自治体が多いことから、地域全体で連携などを検討する必要があると確認され、それぞれの自治体が行財政
運営に苦労している中、後ろ向きな解散ではなく、議論の成果を前向きにとらえ、今後の新たな連携などに生かして
いかなければなりませんということが示されていますが、それで次の点について伺います。
　まず、１点目には、２市３町の地域づくり懇談会が解散されたこの要因について市長はどのように考えているの
か。
　２点目には、新たな連携などという点で今後どのようなことを考えておられるのか。
　あと、３点目には、将来に向けたまちづくりの取り組みとして市民との懇談会が必要と思いますが、この点につい
ての考え方について、この３点をお伺いします。
　次、大きな２点目として、教育行政についてです。平成２０年度教育執行方針の中に一人一人の持てる力を高める
特別支援教育の充実について触れられていますが、砂川市では特別支援教育支援員の配置がありませんが、なぜ配置
されていないのかを伺います。
　２点目には、子供たちの健康な体をつくる食事のことが今大変大きな問題になっている中で、学校給食法が半世紀
ぶりに改正されました。この学校給食法の改正内容についてをお伺いします。
　大きな３点目に、がん患者等への対応について。砂川市立病院は、がん診療連携拠点病院としての機能を持ってお
り、多くのがん患者の治療に当たっていると思います。現在のがん治療は、特に患者の痛みを和らげる手法をあらゆ



る面でとられているとお聞きします。がんの治癒率は高くなっているとはいえ、やはりまだまだ患者、家族に精神的
な影響を多く与える病気だと思います。それで、がん患者、家族に対してどのように市立病院としては対応されてい
るのかを伺いまして、第１回目の質問とします。
〇議長　北谷文夫君　副市長。
〇副市長　小原幸二君　（登壇）　私のほうから、大きな１点目の砂川市の今後のまちづくりについてご答弁を申し
上げたいと存じます。
　砂川市の将来のまちづくりにつきましては、本格的な合併協議を行いました中空知地域合併協議会が平成１６年度
に解散となったところから、当分の間は自立の道を歩むとして、市民の皆様のご理解、ご協力を得ながら２回の行政
改革に取り組んできているところでございます。このような中、平成１８年の７月に北海道が策定いたしました北海
道市町村合併推進構想において、市町村の結びつき、人口規模、地理的条件などを考慮したクラスター分析による２
市３町の組み合わせが示されたところでございます。このことから、各市町がお互いに理解をした中で、合併協議へ
の入り口として１つのまちになった場合に新しいまちづくりができるかどうかを財政面から検討し、状況によっては
国、北海道の支援を求めることとして２市３町地域づくり懇談会を立ち上げ、各市町長が非公開で協議を行ってきた
ところでございます。
　初めに、（１）の２市３町地域づくり懇談会が解散された要因についてでありますが、この地域は炭鉱の閉山、基
幹産業の縮小などにより、人口減、少子高齢化並びに経済の低迷が続いているところから、各市町の財政運営は徴税
収入が乏しく、地方交付税に多くを依存するため、行政改革の実施や財政健全化計画の策定などを行い、ぎりぎりの
財政運営を行ってきているところでもございます。このような状況において推計した合併後の財政状況は、合併によ
る効率化、効果、自助努力等で歳出の削減を行っても合併後は１つの自治体として普通交付税が大幅に減少すること
となるため、将来的に大きな収支不足が見込まれるところとなったところでございます。このことから将来の安定し
た財政運営を目指すためには、北海道に対して財政支援要望を行ったところでございますけれども、現状では特別な
支援は難しいということでございました。懇談会では、合併に対する考え方の違いもありましてさまざまな意見が出
されましたが、北海道の支援がなければ将来における財政運営が今より厳しいものになるという判断のもと、将来に
希望が持てるまちづくりができないことが考えられ、住民の理解が得られるものではない、このように判断し、この
ままでは協議の継続が難しいところから、解散となったところでございます。
　次に、新たな連携についてどのようなことを考えているかということでございますけれども、２市３町地域づくり
懇談会では今回の協議においてお互いの行政運営に理解が得られましたが、今後小規模な自治体では１つのまちです
べての事務を行っていくことは非効率でもあることから、地域的に結びつきが深いこの地域で現在行っている広域事
業の連携拡大、さらに新たな事務の連携、共同について検討していくことが必要であると確認されたところでありま
す。砂川市においても国の動向により今後ますます厳しい財政状況となることも考えられるところから、従前から事
務の広域化などには取り組んでおりますけれども、今後の地方分権の進展を踏まえ、地域全体におけるこれからのそ
れぞれのまちづくりを考慮し、例えば病院の連携、これの拡大ですとか、広域消防事業、さらには学校給食事業な
ど、新たな行政事務について連携や共同の検討を進める必要があるものと考えているところでございます。
　最後に、将来に向けたまちづくりの取り組みとして市民との懇談会についてでございますけれども、今回の２市３
町地域づくり懇談会における協議の結果、２市３町では将来の安定した財政運営は厳しい状況となったところから、
協議の継続は断念し、懇談会を解散したところでありますので、これまでの経過などについては市民の皆様への周知
を９月１日号の広報すながわで行ったところであります。今後におきましては、地方分権改革、基礎的自治体のあり
方などの動きを考えますと、今後の情勢の変化を見ながら、時期を見てこれからのまちづくりをどう進めていくべき
か、市民の皆様との懇談を行い、まちづくりについてともに考えていかなければならないと考えておりますので、ご
理解をいただきたいというふうに存じます。
〇議長　北谷文夫君　教育次長。
〇教育次長　森下敏彦君　（登壇）　私のほうから大きな２番の（１）、特別支援教育支援員の配置についてご答弁
申し上げます。
　特別支援教育につきましては、平成１５年３月に設置された文部科学省の特別支援教育のあり方に関する調査研究
協力者会議で示された今後の特別支援教育のあり方についてで考え方や推進すべき内容等が提言されたところであり
ます。この提言により、障害児教育につきましては平成１８年６月に学校教育法等の改正が行われ、従来の特殊教育
から特別支援教育へと移行し、小中学校に在籍する教育上特別な支援を必要とする児童生徒に対して適切な教育を行
うことが明記されたところであります。学校における現状といたしましては、従来の特殊教育を対象とした児童生徒
のほかに、小中学校の通常の学級に在籍している児童生徒の中にも発達障害を含めた特別な支援を必要とする児童生
徒が平成１６年度の文部科学省の調査では約６．３％在籍していると言われております。当市においてもこれらの現
状を踏まえ、児童生徒に対する適切な指導、支援を行うために必要となる特別支援教育にかかわる体制整備を進め、
小中学校では校内委員会の設置、特別支援教育コーディネーターの指名などを中核とした総合的な支援体制を確立す
るとともに、市として市立病院、児童相談所、養護学校等と連携し、小中学校に対する専門的支援を行う専門家チー
ムの設置、市内保育所、小中学校、教育、社会福祉関係者らによる連携協議会を立ち上げるなど、子供たちの成長を
長期にわたって見守りながら、一貫した教育的支援を行う支援体制を整えてきたところであります。なお、特別支援
学級、特別支援学校での特別な場での学習が適切と考えられる子供につきましては、就学指導の中で専門家の意見、
学校、保護者の願いや考え方などを勘案し、総合的に判断することとしております。
　ご質問の支援員の配置についてでありますが、特別支援教育は子供一人一人の教育的ニーズに対応して行うことと
されております。支援員は、特別支援教育の対象となる子供が在籍する小中学校における通常の学級で手厚くきめ細
かい指導体制を確保するため、人的支援を必要とする場合に配置するもので、特別支援教育を円滑に実施するために
は重要な要素の一つであると認識しております。現在支援員の配置につきましては、支援を必要とする児童生徒数、
学校現場の実態等を調査、把握し、就学指導とのかかわりを十分に考慮し、支援員の配置及びその活用方法について
検討を進めておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。
　次に、大きな２番の（２）、学校給食法の改正内容についてご答弁申し上げます。学校給食は、戦後の経済的困窮
と食糧不足から児童生徒を救済するための措置として発足しましたが、昭和２９年６月に学校給食法が公布、施行さ
れ、これにより学校給食に対する国の方針が明確になり、学校給食の実施及びその普及、充実が進められ、今日に至
っております。このたび学校給食法が約５０年ぶりに改正され、平成２１年４月１日から施行されることとなりまし
た。今回の学校給食法の改正内容は、大きく次の３点が挙げられます。第１に、学校給食の目的及び目標が改正され
たこと、第２に学校給食実施に関する基本的事項が確定されたこと、第３に栄養教諭を中心とした食に関する指導が
規定されたことであります。第１点目の学校給食の目的及び目標の改正では、第１条の目的に学校における食育の推
進を図ることが示され、第２条の目的には１つ目として適切な栄養摂取による健康の保持増進、２つ目として自然の
恩恵への理解、生命や自然の尊重、環境の保全、３つ目として生産者への感謝、勤労の尊重、４つ目として伝統的な
食文化の理解という項目が新たに規定されております。この改正により、学校給食の目的が栄養補給、栄養改善から
食育の推進に転換していくことが読み取られます。第２点目の学校給食実施に関する基本的事項の規定では、第８条
に学校給食実施基準が、第９条に学校給食衛生管理基準が新たに明記され、文部科学大臣が定めるこれらの基準に基
づき学校給食を実施、管理するよう規定されております。これらの基準については、現在通達等で実施している現行
の学校給食実施基準及び学校給食衛生管理基準の内容を踏まえつつ、今後内容等が精査され、制定されることとなり
ます。第３点目の栄養教諭を中心とした食に関する指導の規定では、第１０条で栄養教諭は学校給食を活用した食に



関する指導を行うこと、学校においては食に関する指導の全体計画を作成すること、これらのことが規定されており
ます。この栄養教諭制度は、平成１７年４月施行の学校教育法、学校給食法等の改正により栄養教諭の名称が新たに
設けられ、創設されたものであります。以上が今回改正された学校給食法の内容の主な改正項目ですが、第１点目の
学校給食の目的及び目標の改正、第３点目の栄養教諭を中心とした食に関する指導の規定により、食育の推進が明文
化されたものと考えております。
　以上、今回の学校給食法の改正内容についてご答弁させていただきましたが、市としてはこれらの法改正に基づき
今後適切に対処してまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　市立病院事務局長。
〇市立病院事務局長　小俣憲治君　（登壇）　私のほうから、大きな３番のがん患者等への対応についてご答弁申し
上げます。
　まず最初に、本道におけるがんの状況について申し上げますと、がんは昭和５２年より死因の第１位となってお
り、平成１７年には１万６，１３３人が死亡しており、死亡者数全体の３２．３％を占めております。部位別に見ま
すと、肺がんの死亡者数が３，２０５人と最も多く、次いで胃がんが２，２４０人、大腸がんが２，１８６人となっ
ており、年齢調整死亡率、７５歳未満でありますが、これを全国と比較すると、男性は全国の１２２．１人に対し１
３２．２人、女性は全国の６５．６人に対し６９．２人と、いずれも全国平均を上回っており、特に男女ともに肺が
んや大腸がん、さらには女性の乳がんの死亡率が全国平均より高くなっております。がんは、加齢により発症リスク
が高まりますが、今後ますます高齢化が進行することを踏まえますと、その死亡者数は今後も増加していくことが予
想されるところであります。このような背景において、がんに対する積極的かつ効果的な施策の展開が急務となって
いたことから、平成１３年８月３０日付厚生労働省健康局長通知で我が国に多いがん、肺がん、胃がん、肝がん、大
腸がん、乳がん等について住民がその日常の生活圏域の中で質の高いがん医療を受ける体制を確保するため、地域が
ん診療連携拠点病院の整備を行ったものであります。
　ご質問の砂川市立病院のがん患者や家族に対する対応をどのようにしているのかについてご答弁申し上げます。当
院では、がん医療に対する医療環境整備として、がん患者や家族の方々に対し身体的、精神的な苦痛を緩和すること
を目的として平成１６年９月より砂川市立病院緩和ケア委員会を設置し、毎月１回の委員会を開催する中で医師、看
護師、薬剤師、放射線技師、ソーシャルワーカー、栄養士等の職員が一体となった緩和ケアチームを組織し、緩和ケ
ア実施計画書の作成に基づき、患者様や家族の方々とともに治療を行うケア活動を一般病棟を中心に行っている状況
にあります。また、平成１７年１月には北海道の推薦により地域がん診療連携拠点病院の指定を受け、医療環境の整
備といった点から診療機能の充実や緩和医療の提供体制、情報提供体制の整備などについてさらに強化を図ってきた
ところであります。平成１８年１０月には、がんに対する患者様と家族の方々の不安や悩みに対応するため、がん診
療相談支援窓口を設置し、地域医療連携室長を兼務する外科部長を中心として、ホスピスケア認定看護師、臨床心理
士、ソーシャルワーカー、栄養士などがかかわり、当院に入院または通院している患者様やその家族の方、がん診療
の相談、支援を希望する方々を対象にさまざまな相談を受けて、適正な情報の提供や身体的なことだけではなく心の
ケアをも含めて対応を図っているところであります。具体的な取り組みを、取り組み内容を申し上げますと、症状や
治療法、悩みに対する緩和ケア、化学療法の副作用対策や在宅療養の状況、その他医療費や公費負担制度等について
幅広く話を伺いながら、各種がんの病態や標準的な治療法などに、診療に係る助言や医療情報の提供を行っていると
ころであります。さらに、近隣医療機関と中空知がん診療ネットワーク協議会を構築し、当院における急性期医療が
終了した後には患者様や家族の方々の意向に沿って地域の医療機関や施設、あるいは住宅に帰っていただくような連
携も行っているところであります。今後におきましてもますます増加するであろうがん患者の方や家族の方々への対
応につきましては、継続的かつ積極的に取り組んでまいりたいと考えているところであります。
〇議長　中江清美議員。
〇中江清美議員　それでは、再質問をさせていただきます。
　砂川市の今後のまちづくりについては、副市長のほうから詳しく経緯とか今までの状況をお話あったのですが、こ
れずっと道とか国の合併ということでの方針に沿って砂川市もいろいろ近隣の市町とともにいろいろな形で模索して
きたいろいろな、結構年数経て、最初本当に何かかなり国、道の方針に沿うように一生懸命頑張ってきたけれども、
結果的には９月１日付の広報によりますといろんな面で本当に副市長がおっしゃられたようにぎりぎりの努力をして
も、なおかつ将来安定したまちづくりはこの２市３町では望めないという、やっぱりこれは結論に達したという中身
だと思うのですが、そういったことで今まではいろいろそういう関連があってなかなか砂川市独自のまちづくりとい
うのですか、そこまでの話し合いというのがなかなか踏み込んでできなかったのではないかというふうに思うのです
が、今こういう状況になって、そしてこれからもいろいろ地方分権のこととか、道州制の問題とか、いろいろ出てき
ておりますけれども、本当に財政的な支援というのは、本当にかなり何回も道のほうに要請に行って、本当にもう余
り可能性がないという状況でこういう結論に達したということが本当によくわかります。それで、今後の、今こうい
う状況の中で新合併の期限が切れる平成２２年ですか、それまで、またその後何か新しいものが示されてくるのかも
しれませんけれども、これだけのいろいろの財政面から見てこの辺の市町は大変な努力をして行政運営をしていると
いう中身ですから、もうそろそろ市独自のまちづくりというのですか、それを市民とともにやはり考えていく、ちょ
うどそういう時期に来ているのではないかなというふうに思うのです。そういう中でこの地域づくり懇談会というの
にはずっと市長が出席していて、そしていろんな話が１０回の中でされているのだと思うので、その辺でここに経過
とか要因とか解散に至るものが書いてあるのですけれども、市長としては本当にその辺は今後やはりそういう独自の
砂川市のまちづくりというものに考えていく時期に来ているのではないかと私は思うのですが、それで市長の解散に
至った要因からどのように考えているのかということでお伺いしたいと思います。
　それと、それに伴って新たな連携ということも出されていまして、今副市長のほうから病院の連携、それから消防
関係、何点か出ておりましたが、私は今病院というのはすごく、既に歌志内との、いや、歌志内でない、奈井江との
連携もきちんとされて分掌化されているということで、それはすごい、ほかのまちにとってすごい注目を集めている
ことだと思うのです。こういう新たな連携というのは、もう既に病院ということを中心に砂川はやっている実績があ
るということで、私は今新しいこの病院が改築される中でこの病院を中心にしたほかの地域との、本当に今病院問題
では、自治体病院の運営に対しては各自治体本当に困っております。そういう中で何かそういう意味での連携が本当
にできたらいいなというふうには思うのですけれども、まず１つにはそういう病院を中心とした連携というのは本当
に重要なことだと思うのですけれども、その辺での考え方をお伺いしたいなと思います。
　それで、前に砂川市として将来の砂川市の将来像というのをアンケートとったことあると思うのですが、その中で
やはり今市民が望む砂川市の将来ということでは、やはり医療、福祉が充実したまちということが上位にあったと思
うのです。今そういう病院も新しく建つ、そして今２市３町もちょっと難しくなった、そういう中で今度砂川市とし
ては市自体の財政安定化に向けて独自の力をそこら辺で注ぐ必要があるというふうに思うのです。そういう意味でや
はり今後のまちづくりということの今までの合併を頭に置いた考え方でなくて、市独自のやはり今きちんとした財政
の将来的な方向、安定化に向けて本当に市民とともに財政面でも、３点目の市民懇談会ということも、それは財政の
面でも今きちんと市民に知っていただくことが必要ではないかというで、懇談会ということで私３点目に言わせてい
ただいたのですが、これ皆１、２、３とも共通する、関連する事項なものですから、これら本当にこういう新しい連
携というのを、まず今行っている医療連携を膨らませていく、そういうことが今すごく大事でないかなというふうに
思います。それで、いろんなことをやっていっても大変だと思いますので、今あるものを生かした形で膨らませてい
く、そういうものに対する考え方についてお伺いしたいなというふうに思います。



　あと、教育行政についてですけれども、特別支援員、支援教育ですね、今普通の学級でどうしても団体行動をとれ
ない人たちとか、それから脳の器質が損傷していてちょっとみんなにはついていけない、そういう人たちが結構、そ
ういう児童がふえているということでこういう制度というのですか、教育支援員の配置ということで考えてきている
と思うのですが、それで実は現場の先生方は、去年、おととしですか、去年ですね、やはり必要だということは声と
しては上げているということなのです。そのときには４つの学校、学級ですか、そういうのが数字まで出ているので
す、実は。それが実際には今年度の配置にはつながらなかったと。現場ではどういうことが起きているかというと、
やはり１人の先生で授業を進めていくためには、やはり１人の子がちょっと落ちつきなかったり、何か違うことに行
動を起こしたりしているときにやはりだれか支援しなかったら、そこのクラスも何かまとまって授業がしていけな
い。ですから、そういうのを見かねて教頭先生や校長先生が入って、そして援助しているという、そういう状況であ
るということをわかったのです。校長、教頭先生はそれなりのまた別のお仕事もあると思うので、やはり時間があい
ているときにはできますけれども、だからそういったことでは系統的なその人、その子供の支援を今の状況では続け
ていけないという現場の大変さというのが声として聞いているわけなのです。ですから、その辺の対応というのは、
やはり今本当にいろんなそういう障害、現代的な障害のある学童というのが結構ふえていますので、そこら辺でやは
り迅速にそういう対応というのはしていただきたいなというふうに思うのです。教育というのは、本当に毎日毎日の
ことですので、１年もあっという間に過ぎてしまいますので、その辺本当に現場の声よく聞いてやはり対応していた
だきたいというふうに思うのですけれども、その辺についてお考えがあれば伺います。
　それと、支援員１人配置ということで交付税として算入されるということで、１人金額的に幾らでしたっけ、１人
８４万円から１２０万というような交付税の単価というのが決まっているみたいなので、やはりこういった制度があ
るということでは、やはり積極的に配置して教育のほうに向けていただきたいと思います。
　あと、学校給食法改正ということでは、本当に今まで栄養改善を中心にしてきたのを今度食育という形で、という
のは朝御飯を食べてこない子やいろいろ家庭の中で栄養がバランスが悪かったり、そういうことが精神的なものに影
響してきたりとか、いろんな生活、体力、健康の分野で影響があるということから、これは厚労省としても、厚労省
ではない、食育というのを文科省が重要に考え始めたのだと思うのです。それで、今砂川の学校給食も地産地消って
かなり地元のものも使えるようになってきているのですが、先ほど次長がおっしゃった栄養教諭の役割というのがす
ごく今度明確化されたということで、この栄養教諭の配置ということも重要になってくると思うのです。それで、こ
の方を中心にした食の計画ということですから、当然この専門の方が配置されるべきだというふうに思うのですが、
これらに対してどのようにお考えか、その辺を再質問でお伺いしたいと思います。
　あと、病院の問題なのですが、今道新にも３回にわたって市立病院の記事が、地域連携で頑張っている姿というの
が記事として載っておりました。その中にがんの地域がん拠点、診療拠点病院としての記事も載っておりまして、そ
れで緩和ケア認定看護師さんもいらっしゃるということで、かなり充実した内容でスタッフが配置されているのだな
というふうに思って見ておりましたが、ここに看護師さんの言葉として、自宅に戻ったときに医療に見捨てられたと
感じないようにしたいということが言葉として載っているのです。というのは、がん患者さんの場合は、末期患者さ
んの場合は最終的には少しでも自宅に戻って生活、家族とともに生活したいという希望の方もいらっしゃると思うの
ですが、私がちょっと最近聞いた患者さんのことなのですが、その方も末期がんの方で余命３カ月から６カ月という
ことを言われていたわけなのです。それで、その患者さんの家族の方なのですが、実は４月３０日に退院、ことしで
すね、退院されたのですけれども、そのときはまだ痛みがある状況で本人としては退院したくない、でも退院させら
れたということで、もう５月の連休には何回か救急医療に通院しているのです。私、この終末緩和ケアということを
当然行っているし、また研修会の中でもそういうものを目指して研修されているわけで、そういうことですごく今回
の事例というのはそれとは何か全く反対のことが起きているのかなというふうに思ったものですから、今回ちょっと
取り上げさせていただいたのですが、私はがん患者さんというのは本当に、第１回目の質問でもお話ししましたけれ
ども、本当に家族も本人もすごい精神的にいろいろダメージを受けていますから、そういう中で今痛みを取り除くの
ががんの治療の主流というふうに聞いているのですけれども、その方は痛みが家に帰ってもあるものでどうしても入
院させてもらいたくて通ったみたいなのですが、３回目にやっと入院して、そして入院して何日もしないうちに結局
様子が急変して亡くなったのです。４月３０日に退院して、そしてまた５月の連休ですから、本当にわずかの間にそ
ういうことが起きていて、それで緩和ケアというのはそういう患者さんや家族のそういう本当に不安なものを解決と
いうか、取り除く、そういうことを主流に当たられているというふうに思うのですけれども、そこら辺で病院として
はこういうことがあるということの認識というのはあるのかどうか、その辺をお伺いしたいというふうに思います。
　以上、再質問終わります。
〇議長　北谷文夫君　副市長。
〇副市長　小原幸二君　砂川市の今後のまちづくりということで、それぞれ２回目のご質問をいただきました。前段
でご答弁申し上げたように、懇談会の解散、さらには新たな連携という部分ではご理解いただけたのかなというふう
に考えます。トータル的に今後の独自のまちづくりに向けてという部分での中心的なご質問かなというふうに受けと
めて、その部分でご答弁をさせていただきたいというふうに考えます。独自のまちづくりという部分については、こ
れは現状況においては非常に難しい部分が多々ございます。先ほどからお話しのように、地方分権ですとか、基礎的
自治体ですとか、それから税財源の再配分、今消費税云々という、国のほうでも言われておりますし、またこの３
月、４月では道路特定財源が一般財源というような状況もございます。そんな状況で先行き不透明な状況がございま
すから、そういう状況の中でどの事業をどう行うというような部分については現段階での判断については非常に難し
い部分がございます。ただしかし、この砂川市のまちづくりにつきましては、第５期総合計画が平成１３年から２２
年まで、この２２年までの間にある意味では市立病院の改築、これは前倒しで２２年本館開院というような状況もご
ざいます。そんな状況の中で、この平成２３年から始まる第６期総合計画の中で具体的にこれは論議をしていただこ
うというふうにも考えてございます。この第５期総合計画をつくる過程の中では、市民の皆さんから２１人の策定委
員になっていただいて、２１人の市民の皆さんでそれぞれの汗を流して策定したと、こんなような経過もございま
す。場合によっては、その中で先ほどお話のあったように、財政状況の市民周知というような部分、これらもあって
いいのかなというふうに考えておりますけれども、この財政状況というのは表面的には易しいのですけれども、中身
的には非常に難しいという部分がございます。この砂川市の財政状況という部分では、１年に１回これ財政公表を行
っております。これは、毎年２月に行っておりますけれども、この財政公表を見ていただければ、現在の砂川市の財
政状況がどうなっているのか、また使える基金がどの程度残っているのかというような部分、それからプライマリー
バランス、失礼しました、貸借対照表というか、そういう部分も載っておりますから、砂川市の財政状況が総合的に
どうなっているのかという部分についてはご理解がいただけるのかなというふうにも考えます。場合によっては、第
６期総合計画の策定におけるその過程の中でそれぞれ住民の皆様に参加していただくというようなことも考えており
ますし、さらには説明というような部分もあっていいのかなというふうにも考えております。
　それから、もう一点、病院の、新しくできるから病院の連携がもっとあってもいいのかなというふうにもご質問の
中でございました。４市２町の合併協議、これは法定協でございますけれども、その時点でも病院はどうあるべきか
というような論議も実はなされております。でも、病院、中空知５市５町の中に５市１町公立病院を持っているとい
う非効率的な面もございます。そんな状況の中で、その病院がそれぞれ機能分担していいのではないのだろうかとい
うようなお話もありました。しかし、なかなか現実の問題としてはそうはいっていない。砂川市が病院を建築する。
滝川もつくる。ただ、お隣の赤平については非常に経営が大変だというような状況もあります。この病病連携という
部分についても、一部はうまくいっている部分もございます。例えば病院の患者さんの転院という部分で一部うまく



いっている部分もあるかと思いますけれども、なかなか全体的にはうまくいっていない。ただ単に医者不足というよ
うな部分での医者の派遣というような部分も一部的にあるのかなというふうにも考えております。ただしかし、この
地域については開基、明治以来同じ地域でそれぞれ歩調をともに歩んできたわけですから、同じような形で発展して
いかなければならないというふうにも考えております。しかし、私ども砂川市民として砂川の市民が一番大事でござ
いますから、砂川の市民が不幸になるような形にはできるだけしたくないというような思いでございます。そんなよ
うな形の中で連携という部分、さらには独自のまちづくりという部分でそれぞれ努力してまいりたいというふうに考
えております。
　こんなところでご答弁になったかどうかわかりませんけれども、よろしいでしょうか。
〇議長　北谷文夫君　教育次長。
〇教育次長　森下敏彦君　それでは、私のほうからご質問のございました支援員の関係についてご答弁をさせていた
だきたいと思います。
　先ほど１回目のときにもご答弁をさせていただいておりますけれども、支援員の配置の関係につきましては今現在
その実態等々は調査をさせていただいてございます。ご質問のあった学校現場の状況ですとか、そういった部分につ
いても私どもそういった部分にはお聞きしてございますけれども、やはり特別支援教育を進めていく上で必要な一つ
の方策として、重要な方策として支援員があるということで考えてございますし、こういった支援員を配置するとい
う部分についてはこれから検討することになりますけれども、やはり配置する以上、やはり長期的に一貫した教育を
続けていくための必要な体制をきちっと把握をして配置をしていかなければならないということでございます。今現
在そういった部分について調査をしてございます。学校の現場の意見等々も十分把握をした上でそういった部分につ
いて対応していきたいと、そのように考えている、おりますので、ご理解を賜りたいと存じます。
　また、学校給食法の改正の関連で地元食材の部分についてもちょっとお尋ねがあったと思うのですが、これ調査時
点ちょっと古い数字でございますけれども、１８年度の状況では地元食材についてはタマネギについては砂川産が８
５％ほど使用してございます。また、ジャガイモにつきましては１７．９％、キャベツについては５３．０％、白菜
については１８％等々、それぞれ利用できる食材につきましては地元食材をということで考えてございます。また、
昨年発生しました中国産の冷凍ギョーザ事件等々もございます。そのときにもご答弁を申し上げてございますけれど
も、第１には地元、そして道内、道外というような形でこういった給食の食材については考えてございますので、ご
理解を賜りたいと思います。
　また、次年度、今回法改正がされて、来年４月１日から改正法に基づいて学校給食にかかわる食育の部分につきま
しても栄養教諭を中心としてそれぞれ各学校で食育に関する指導という部分に取り組んでいくわけでございますけれ
ども、現在栄養教諭の配置につきましては、法が改正される以前に学校教育法の改正がございまして、栄養教諭とい
う、そういう新たな職種の制度ができましたので、制度施行後学校給食センターの栄養士等々、栄養士から栄養教諭
の資格を取りたいと、そんなお話もございまして、資格につきましては既に取得済みでございます。現在次年度の部
分については検討しているところでございますが、学校給食センターにいます栄養士を活用した中での食育の推進、
こういった部分を図ってまいりたいと、このように考えてございますので、ご理解を賜りたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　市立病院事務局長。
〇市立病院事務局長　小俣憲治君　それでは、私のほうから、先ほど１つの事例をもちましてご質問されましたの
で、ご答弁申し上げたいと思います。
　先ほど１回目のご答弁で申し上げましたように、現在緩和医療を推進しているところでありまして、緩和ケアチー
ムにつきましても一応医師、７名の医師、ほかに認定看護師含めまして５名、それからそれぞれの薬剤師、放射線技
師らがチームをつくって患者さんのケアを行っているのが現状でございます。ただ、この中で治療というよりケアを
行うためには、最終的には状況、実施状況、患者さんの状況がどうであるか、それから家族の状況でどうであるか、
それからまたそれを含めて患者様への、家族、本人、家族への十分な説明と同意を得ながら実施しているのが現状で
ございます。例えば患者の実態状況や入院を希望する理由に合わせて対応しておりますが、例えば通院が困難であっ
たり、治療の副作用が強く入院が必要であると判断した場合には入院治療を行っております。ただ、場合によっては
地域の医療機関と連携しながら治療の調整をしたり、また介護者や患者自身の状況等により短期間での入院可能も可
能であるというような状況も踏まえて対応しているところであります。本来であれば、緩和医療というものそのもの
については痛みと、それから精神的苦痛を取り除くのが緩和医療の原点でありますので、先ほど申し上げました事例
についても大きな問題があれば、今後ともここについてはそれぞれの委員会の中というか、このチームに対しまして
実情を伝えながら新たな対策をしていきたいというふうにも一応考えております。
　それと、もう一点、こういう問題も含めまして、がん診療の支援窓口、それからがんの相談ダイヤルということで
それぞれやっておりますので、またそれらを活用していただいて、より多くの方にがんに対する認識と、それから対
応を図ってまいりたいというふうにも考えておるので、ご理解賜りたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　中江清美議員。
〇中江清美議員　済みません、時間がなくなりました。今病院問題では、患者さんの家族がいまだに末期がんの患者
に対するケアが整備されていないという印象を持たれております。それで、患者さんも本当に死ぬまでちょっと苦し
い、本当にかわいそうな亡くなり方をしたというふうに訴えておりますので、その辺では十分そういう患者さんの家
族の気持ちを酌んでいただきたい。そのように、今後同じようなことが起きないようにしていただきたいというふう
に思います。
　あと、栄養教諭の問題では、資格は現在の教員の中で取っている方もいるということと、給食センターの栄養士さ
んの支援ということもやっていらっしゃるみたいですが、その栄養、食育というものの１つ大きな柱にするというこ
とですから、できればやはり専任のそういう教諭が、配置が望ましいと思うのですが、その点についていかがか最後
にお伺いします。
　あと、これからのまちづくりのことでは副市長のいろいろご答弁いただいたのですけれども、いろいろ道とか国の
方向がいろいろ、財政がないということでいろんなことを模索している段階で、その政策を受ける自治体としては本
当に大変だと思うのですが、こういう本当に話し合って財政的に大変だというときですから、その個々の自治体がき
ちんとしなかったら、いろんな話をしていっても大変だと思いますので、砂川市独自のやはりきちんとしたこれから
の将来見据えた中で１０年後の砂川ということでもいいですから、そういった意味では市民を広報で財政的に知らせ
るだけでなくて、ある進んだところでは市民講座みたいのを開いて、そのまち自体の財政状況の勉強会なんかもして
いるところあるのです、市民を巻き込んで。そういうことをすることによって、自分のまちは本当にお金どんななっ
ているのだろうと。自分の家計簿みたいものですよね。そういうものをやはり市民が本当に経済状況を知るという機
会を、やっぱり市理事者側もただそういう広報で伝えるだけでなくて、生の言葉でやはり触れ合いながら財政状況、
それから今後のまちづくりというのはどうあるべきかということはやはり生の言葉でやるのがベストだと思うのです
が、それについての考え方、懇談会というものの考え方を最後に市長のほうからお伺いしたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　副市長。
〇副市長　小原幸二君　再度のご質問ということで、家計簿的な部分で市民にそれぞれ知らせるというようなお話で
ございます。この今、私先ほど申し上げました財政公表という部分については、砂川市の家計簿というようなタイト
ルでそれぞれお知らせをしております。それから、財政面だけでその地域に説明に入っていくという部分については
非常に重たくなってしまうのかなという感じがいたしますし、なかなか参加者も集まっていただけない部分があるの
かなというふうに考えます。そんなところから、今砂川市でそれぞれ出前講座というのをやっておりますけれども、



そういう口座の中で砂川市の財政状況という部分を話しするのも、これは可能でございますから、もしそういうよう
な部分があればおっしゃっていただいて私どものほうから出向くと、こういう形もとれるのかなというふうに考えて
おります。そんなところでご理解をいただきたいというふうに考えます。
〇議長　北谷文夫君　教育次長、端的にお願いします。
〇教育次長　森下敏彦君　栄養教諭の配置の関係でございますけれども、本来法改正をされて必要な指導を行うとい
う部分のところでは、新たに道のほうで教諭配置基準を見直していただいて、その専門職を配置していただくという
ことが本来だろうと思いますけれども、現状ではそうなっておりませんで、食育を推進する上で道の考え方としては
今現在栄養職員にいわゆるその教諭資格を取っていただいて、そういう活用をという方法で今現在検討が進められて
いるという状況でございますので、こういった中で既存の枠の中ではございますけれども、いろいろ検討をしながら
有効に活用できるように努力をしていきたいと、そのように考えてございます。
〇議長　北谷文夫君　市立病院事務局長。
〇市立病院事務局長　小俣憲治君　医療行為につきましては、互いに納得した状態で行うことが基本であると考えて
おります。したがいまして、急性期医療を展開している当院といたしましては、今後も納得の医療を展開することを
要件といたしまして医療を展開していきたいと考えておりますので、ご理解願いたいと思います。

　　　　◎延会宣告
〇議長　北谷文夫君　本日はこれで延会いたします。
延会　午後　３時１２分


